
令和６年第１回西予市議会定例会総務常任委員会会議録 

 

１．招 集 年 月 日 令和６年３月７日 

１．招 集 の 場 所 第１委員会室 

１．開 会 令和６年３月７日 

           午前８時５７分 

１．散      会 令和６年３月７日 

           午後３時２８分 

１．出 席 委 員 

    委員長   宇都宮俊文 

    副委員長  信宮 徹也 

    委員    河野 清一 

    委員    竹﨑 幸仁 

    委員    小玉 忠重 

    委員    森川 一義  

１．欠 席 委 員 

  な  し 

１．出 席 説 明 員 

   総務部長        山住 哲司 

政策企画部長      宇都宮明彦 

   総務課長        兵頭 章夫 

   危機管理課長      谷川 和久 

   税務課長        宮中 英希 

   財政課長        安岡 克敏 

   まちづくり推進課長   長野 静香 

   政策推進課長      原井川英一 

   総務課長補佐      佐藤陽一郎 

総務課長補佐      岡本 夕佳 

危機管理課長補佐    三好 栄治 

   財政課長補佐      宇都宮正記 

財政課長補佐      三瀬 一也 

   まちづくり推進課長補佐 安田  司 

   まちづくり推進課長補佐 岡田 拓郎 

   地域づくり活動センター推進室長 

               清家 昌弘 

   政策推進課長補佐    大森 恵津 

   復興支援室長      和気 伸二 

デジタル推進室長    上甲 宏之 

   総務課係長       角藤 展行 

   総務課係長       兵頭 栄治 

総務課係長       矢野 直子 

総務課係長       森岡 光雄 

総務課係長       宮本ふみか 

選挙管理委員会係長   兵頭 秀二 

危機管理課係長     寺岡  誠 

危機管理課係長     井上 一善 

    

まちづくり推進課係長  片山 大輔 

   まちづくり推進課係長  柿原 稔広 

   まちづくり推進課係長  兵頭 孝明 

   地域づくり活動センター推進室係長 

               徃田  剛 

   政策推進課係長     稲葉 真実 

   政策推進課係長     橋本 直美 

   デジタル推進室係長   稲口 智博 

   デジタル推進室係長   清水 昭吾 

    

１．出席議会事務局職員 

   書記  瀧川 健二 

１．会議に付した事件  

 議案第３号  西予市会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例等の

一部を改正する条例制定につい

て 

 議案第４号  地方自治法の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

 議案第５号  西予市公共施設整備基金条例の

一部を改正する条例制定につい

て 

 議案第６号  西予市行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用に関する条例の一部

を改正する条例制定について 

 議案第７号  西予市生活交通バス条例の一部

を改正する条例制定について 

 議案第27号  西予市半島振興対策実施地域に

おける固定資産税の不均一課税

に関する条例を廃止する条例制

定について 

 議案第30号  第２次西予市総合計画基本構想

の変更について 

 議案第31号  西予市過疎地域持続的発展計画

の変更について 

 議案第32号  辺地に係る公共的施設総合整備

計画の変更について 

 議案第42号  令和６年度西予市一般会計予算 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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   開会 午前８時57分 

 

○信宮副委員長 

これより令和６年第１回定例会総務常任委員会

を開会いたします。 

開会にあたり、委員長より挨拶がございます。 

○宇都宮委員長 

委員長が挨拶を行う。 

○信宮副委員長 

次に、山住総務部長より挨拶をお願いいたしま

す。 

○山住総務部長 

山住総務部長が挨拶を行う。 

○信宮副委員長 

議案審査に移る前に注意事項を申し上げます。

発言の際は挙手の上、委員長の許可を得て発言を

してください。それではこれよりの進行は委員長

が行います。 

 

【総務部】 

【総務課】 

○宇都宮委員長 

これより総務課の審査を行います。 

議案第３号「西予市会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例

制定について」を議題といたします。 

総務課兵頭課長の説明を求めます。 

○兵頭総務課長 

それでは議案第３号「西予市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正

する条例制定について」提案理由の御説明を申し

上げます。 

地方自治法の一部を改正する法律が令和５年５

月８日に公布され、パートタイムの会計年度任用

職員に対しても、勤勉手当の支給が可能となりま

した。同法律が令和６年４月１日から施行される

ことに伴い、当市の会計年度任用職員へも勤勉手

当を支給することができるよう会計年度任用職員

の給与及び費用弁償を定める西予市会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例に勤勉手当

に関する規定を追加するとともに、関係する西予

市職員の育児休業等に関する条例、西予市技能労

務職員の給与の種類及び基準を定める条例及び西

予市水道事業等職員の給与の種類及び基準に関す

る条例についても、所要の整備を行うものであり

ます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

兵頭課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○小玉委員 

西予市技能労働職員の給与これに当たる具体的

な職名を教えていただいたらと思います。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午前９時７分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。   （再開 午前９時８分） 

○兵頭総務課長 

介護福祉士、清掃センター等の業務員の会計年

度任用職員が該当となります。 

○小玉委員 

介護職員ということは、つくし苑の介護職員、

福祉職員の人たちの給与ということですか。 

○兵頭総務課長 

そのとおりでございます。 

○小玉委員 

つくし苑の人は、行二を適用しているというこ

とですね。 

○兵頭総務課長 

そのとおりでございます。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ございませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第３号「西予市会計年

度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の

一部を改正する条例制定について」原案に賛成の

委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午前９時９分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前９時 10 分） 
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議案第４号「地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例制定に

ついて」を議題といたします。 

兵頭課長の説明を求めます。 

○兵頭総務課長 

議案第４号「地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例制定に

ついて」提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の条例制定は、地方自治法の一部改正に伴

い地方自治法第 243 条の２の２職員の賠償責任に

関する規定の条項が繰り下がることから、当該規

定を引用している西予市監査委員条例、西予市病

院事業の設置等に関する条例、西予市野村介護老

人保健施設事業の設置等に関する条例、西予市下

水道事業の設置等に関する条例及び西予市簡易水

道事業の設置等に関する条例につきまして、それ

ぞれ条番号を繰り下げる規定の整理を行うもので

ございます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

兵頭課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第４号「地方自治法の

一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例制定について」原案に賛成の委員の

挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては原案どおり可

決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前９時 13 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前９時 13 分） 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」総務課所管分を議題といたします。 

兵頭課長の説明を求めます。 

○兵頭総務課長 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち総務課所管分について説明をさせてい

ただきます。 

今回の当初予算書に記載の歳入歳出別予算につ

きましては、事前に配付させていただいておりま

す。令和６年度当初予算説明資料に、まとめてお

りますので、この資料に基づいて説明をさせてい

ただきますので御確認いただければと思います。 

なお、予算を計上している各事務事業の内容に

つきましても、資料に詳細を記載しております。

説明は主要なものを抜粋して行わせていただいた

らと思います。まず歳出予算から説明をさせてい

ただきます。 

説明資料の１ページを御覧ください。 

なお、各事務事業の該当予算書のページ番号は、

資料の備考欄に記載しております。 

それでは 2 款総務費、1 項総務管理費、1 目一

般管理費のうち、総務課所管分の事務事業としま

しては資料にあります通り一般管理費庶務事業

（総務）から、職員給与費（一般管理費）までの

19 事業となります。まず、一般管理費庶務事業

（総務）の 1326 万 3000 円につきましては、資料

に記載のとおり、総務課行政係と総務係及び支所

地域生活課の庶務的経費を計上しております。な

お、この中に各審査会等の関連経費も計上してお

りますが、今年度まで、総務課が指定管理制度の

統括部署として、指定管理者等選定評価委員会の

事務局を担当しており、当委員会にて、指定管理

事業者の審査、選定及び第三セクター事業者の評

価等を行うことから、今年度はこの事務事業予算

に、委員会報償金等の必要経費を計上しておりま

したが、今後、指定管理施設の在り方を含め政策

的な観点から審査及び評価を行うこととするため、

令和６年度から政策推進課に事務局を移管するこ

ととしておりまして、これにあわせまして、令和

６年度の審査会関連予算は政策推進課の当初予算

に計上しておりますので、こちらの事務事業から

は削除をしております。 

次に、行政連絡協議会事業の 4826 万 7000 円は

既定の計算方法に基づく行政連絡委託料と各協議

会の代表者会、各支部の代表区長会等の報償金を

計上しております。 

一般管理費庶務事業（人事）の 1345 万 3000 円

は総合賠償補償保険料や安全運転管理者協議会負

担金等を始めとした、総務課人事関係の庶務的経

費を計上しております。 
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職員採用試験事業の 147 万 2000 円は、現在全

国的な公務員離れにて大学卒業の受験者が減少し

ている中で、受験者確保を目的として、公務員試

験対策を必要としない新たな試験項目の追加、広

く周知を図るための試験案内パンフレットの作成、

また、合同企業面接会への参加等に必要な予算を

新たに計上し、周知活動を強化していく予定とし

ております。 

職員研修事業の 77 万 8000 円は、愛媛県研修所

が実施する各役職別向け職員研修また、新規採用

職員対応研修、人事評価研修における予算を計上

しております。なお、予算を計上している研修は

以上ですが、専門知識を持った職員が講師となっ

て、他の職員に研修を行う内部研修も実施する予

定としており、予算がかからない方法を用いなが

ら、必要な研修を実施していく予定です。 

職員健康管理事業の 969 万 8000 円は、主なも

のとしまして、市役所職員の健康診断に関する経

費と職員のストレスチェック費用となります。ま

た、総務課では職員のメンタルヘルス対策にも力

を入れており、昨年度から総務課に保健職員を配

置して迅速なフォロー体制を強化している中で、

当該予算には、職員が内部の職員に相談しにくい

場合に備えて、市内及び市外の外部カウンセリン

グ事業者への委託料も計上しており、職員の希望

に沿った相談窓口体制を整えております。 

一般管理費庶務事業（秘書）の 551 万 8000 円

は、市長の出張旅費を初めとした秘書係の庶務的

経費を計上しております。 

合併 20 周年記念式典事業の 208 万 4000 円は、

合併 20 周年の節目を迎えるに当たり、これまで

の取組を振り返るとともに、本市への愛着と誇り

を再認識する機会として記念式典を開催する計画

としており、式典開催及び式典時に行う功労者表

彰等に対する必要な経費を計上しております。な

お、式典の日程におきましては、今後決まり次第

各議員の皆様にも御案内を行う予定ですので、ぜ

ひ御参加のほどよろしくお願いいたします。 

会計年度任用職員給与費では、本庁総務課の電

話交換及び逓送便配達業務及び行政処分の不服申

し立て時に審査を依頼する外部人材審理員、本庁

舎の日直職員、人事係において職員の健康分析を

行う保健師と年末調整時の繁忙期限定の短期間の

事務補助員及び法定雇用率を達成するための障が

い者雇用経費をそれぞれの事業で計上しておりま

す。 

次に、職員給与費（一般管理費）の 4 億

6793 万 6000 円では、市長、副市長及び本庁総務

課、支所地域生活課正職員の給与となります。 

次に、2 款 1 項 2 目文書広報費、文書配達事業

（郵便）の 417 万 6000 円では、本庁総務課及び

各支所の年間郵便料を計上しております。 

次に、2 款 1 項 7 目公平委員会費、公平委員会

事業の 13 万 4000 円では、職員の利益の保護と公

平な人事権の行使を保障することを目的に設置さ

れております公平委員会における必要経費を計上

しております。 

次に、2 款 1 項 9 目防犯対策費、防犯対策事業

の 2630 万 7000 円では、市が管理しております防

犯灯の電気料、各自治会が管理しています防犯灯

の電気料補助及びＬＥＤ防犯灯への設置、交換、

移設時の補助金、防犯協会負担金等を計上してお

ります。なお、自治会管理の防犯灯に対する電気

料補助につきましては、現在、市内自治会管理の

防犯灯 5,587 灯の年間電気料に対して約 60％を

補助しておりまして、ＬＥＤ防犯灯への設置、交

換、移設補助金については、これまでの取組によ

り、全防犯灯 5,587 灯のうち約 60％の 3,363 灯

がＬＥＤに変わっており、残り 2,224 灯が蛍光灯

防犯灯の状況でございます。このような中で、昨

年の四国電力による電気料単価の改定により、特

に蛍光灯防犯灯に対する電気料は 1.5 倍と大幅に

上昇しており、加えて令和９年度末で水銀を含む

有害な蛍光灯の製造、輸入廃止が世界的な会議で

決定されており、近い将来、蛍光灯が手に入らな

くなる可能性が高いことから、蛍光灯防犯灯の早

期のＬＥＤ化が必要な状況となっております。よ

って市では、その対策としまして令和６年度から

蛍光灯防犯灯に対する電気料補助金と、蛍光灯か

らＬＥＤ防犯灯への交換補助金について、大幅な

見直しを行い、加えて令和 10 年度までの５年間

を促進期間に設定して、蛍光灯防犯灯のＬＥＤ化

を進めていくこととしております。具体的な内容

としましては、まず自治会への電気料補助金につ

きまして、現状ではＬＥＤ蛍光灯防犯灯とともに、

年間電気料に対して先ほど説明しましたように約

60％の補助を行っておりますが、６年度からはＬ

ＥＤは引き続き 60％を継続しますが、蛍光灯に
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ついては 60％から 30％に引き下げることで、自

治会のＬＥＤ化に向けた意識改革を図っていくと

ともに、ＬＥＤ化促進に向けた予算を確保するこ

ととしております。 

次に、蛍光灯からＬＥＤ防犯灯に交換する場合

の補助金につきましては、現状の１灯当たり

5,000 円から２倍の１万円に引き上げるとともに、

交換補助金予算を今年度は 50 灯分しかございま

せんでしたが、６年度は８倍の 400 灯分以上に引

上げた上で、促進期間であるこの５年間は同等の

400 灯分の補助金予算を確保していくことで、こ

の５年間で市内約 2,200 灯の蛍光灯防犯灯を順次

ＬＥＤに交換していく計画としております。これ

らの対策によって、蛍光灯防犯灯を多く保有して

いる自治会においては、電気料の補助率減で一時

的に負担は増加しますが、その代わりにＬＥＤ交

換補助金を増額することで、地元負担を抑えるよ

うにしております。結果的には、将来にわたる高

額な蛍光灯電気代の負担がなくなるとともに、加

えて、蛍光管交換などの維持管理負担の軽減や、

令和９年度末での蛍光灯の製造廃止後に蛍光灯防

犯灯が使えなくなるという問題も解消されます。

また市にとっても、防犯灯のＬＥＤ化に向けて一

時的に予算の増額が必要となりますが、ＬＥＤに

切り替わっていくことによりまして、電気料補助

金が抑制されていくことから、計画的なＬＥＤ化

は市と自治会双方に大きなメリットがあるものと

考えております。 

次に、2 款 1 項 10 目交通安全対策費のうち交

通安全対策事業の 1106 万 1000 円では、市管理の

交通安全灯の電気料及び設置工事費とカーブミラ

ー等の原材料支給の経費を計上しております。 

また、会計年度任用職員給与費（交通安全対策

事業）の 52 万 1000 円では、市内の交通安全指導

員の報酬を計上しております。 

総務課所管分の歳出予算は以上となりますが、

ここで、一般会計全体の人件費について簡単に説

明をさせていただきます。人件費の説明は申し訳

ございませんが予算書に沿って説明をさせていた

だきますので、予算書の 199 ページの給与費明細

書を御覧いただいたらと思います。 

まず、特別職の給与から御説明いたします。 

こちらは市長、副市長及び教育長、市議会議員

の皆様、消防団員等のその他特別職の給与費と共

済費を合わせた人件費の合計で 2 億 7515 万

8000 円となっており、前年比との比較では

303 万 3000 円の減額となっております。なお、

予算が減額となっている理由につきましては、消

防団員報酬の全体額の減などが要因となっており

ます。 

続きまして予算書 200 ページをお開きください。

次に、一般職の総括として、正規職員と会計年度

任用職員を含めた人数と金額を記載しております。

令和６年度の職員全体数は、短時間勤務職員を含

めますと 999.7 人となり、前年度比 21 人の減、

人件費総額では 49 億 9836 万 8000 円で、前年度

比 1 億 1066 万 7000 円の増となっております。職

員手当の内訳については、下記の表に記載してお

りますので後ほど御確認いただいたらと思います。 

続いて、予算書の 201 ページを御覧ください。

先ほどの全体職員数のうち、会計年度任用職員以

外の職員つまり一般職の正規職員となりますが、

令和６年度の正規職員の数は再任用等の短時間勤

務職員を含めまして 524.7 人で前年度からは

10 人の減、人件費総額は 39 億 5531 万 5000 円で、

前年度比 13 万 7000 円の増となります。正規職員

につきましては、定員管理計画にて令和６年度以

降の 10 年間で約 50 人、年度ごとでは５人程度の

削減を目標としているところですが、令和５年度

内の普通退職者が例年以上に多かったこと、また、

先ほど説明しましたが公務員離れにて採用試験の

応募者が減少している中で、普通退職者を補充で

きるほどの採用数の確保が困難であったことから、

計画の５人より多い 10 人減となっております。

なお、職員数が減少しているのに予算が増額とな

っている理由につきましては、令和５年度人事院

勧告による退職手当負担金及び期末勤勉手当の増

などが要因となっております。 

予算書の 202 ページをお開きください。こちら

は令和６年度の会計年度任用職員の総数となりま

すが、パートタイムを含めて 475 人で、前年度か

ら 11 人の減、人件費総額は 10 億 4305 万 3000 円

で、前年度との比較では 1 億 1053 万円の増とな

ります。原因となった主な理由としましては、令

和５年４月の支所再編に伴う支所職員数の大幅な

減少に伴い、激変緩和にて１年間限定で支所に雇

用しておりました一般事務の会計年度任用職員の

雇用期間が満了となることまた、支所から多くの
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正規職員が本庁に集約された中で、本庁勤務の一

般事務の会計年度任用職員の必要性を精査し、正

職員での対応が可能な部署においては、令和６年

度の一般事務会計年度任用職員の任用を見送った

ことによるものです。なお、職員数が減少してい

るのに予算が増額となっている理由につきまして

は、本議会において条例改正を上程しております

とおり、令和６年度から、会計年度任用職員に勤

勉手当を支給することに伴う人件費の増などが要

因となります。人件費全体の説明は以上です。 

続きまして歳入予算について御説明いたします。

先ほどの説明資料３ページを御覧ください。 

13 款使用料及び手数料、1 項使用料、1 目総務

使用料、1 節総務管理使用料の駐車場使用料

780 万円は、本庁及び各支所の正規職員及び会計

年度任用職員等が利用します指定駐車場の使用料

となります。 

20 款諸収入、5 項 4 目雑入、2 節総務費雑入の

主なものとしましては、職員健診個人徴収金とし

て 114 万円、市から派遣する職員が入居する官舎

家賃の自己負担金として 72 万円、非常勤職員の

公務災害に対する療養補償費として 60 万円、雇

用保険料の被保険者負担金として 415 万 9000 円、

後期高齢者医療広域連合に派遣している職員給与

費負担金として 581 万 9000 円、避難勧告等に対

応する職員人件費等に対する災害対策費用保険金

として 300 万円等を計上しております。 

以上で、当初予算の説明を終わります。よろし

く御審議の上、御決定くださいますようお願い申

し上げます。 

○宇都宮委員長 

兵頭課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○河野委員 

合併 20 周年記念事業ですけれども、記念式典

をされるということで説明があったわけなんです

けれども、何か特別にほかの行事を予定されてお

るのかということはどうでしょうか。 

○兵頭総務課長 

総務課所管での事業はこの合併 20 周年の記念

式典のみですが、冠事業としまして、例えば乙亥

相撲を 20 周年ということで特別に力士を呼んだ

りとか、そういう関連予算はほかにも計上するこ

ととしております。ただちょっと、総務課所管で

はないんで担当課から説明があると思います。 

○竹﨑委員 

今と同じ質問ではないんですが、内容として確

認しておきたいのは、10 周年のときにかかわり

ました。そのときの冊子作成が大変だったという

ことはあります。そのときの話では 30 周年にも

う１回やりたいなという声を聞いております。

20 周年ではもちろんないと思っておりますが、

その点の確認だけさせてください。どうでしょう

か。 

○兵頭総務課長 

10 周年のときは実は私も担当しておりました

が冊子作成は今回はございません。 

○信宮副委員長 

職員採用試験事業ということで説明にもありま

したように、近年の公務員離れにより公務員の試

験を受ける方が少なくなっているという状況の中

で、公務員対策を必要としない試験も取り入れる

ということでございましたけれども、これはこれ

までどおりの試験も行いまた公務員対策を必要と

しない試験も行うという二つの試験で採用を行う

ということでしょうか。 

○兵頭総務課長 

そのとおりでございます。現在民間企業が非常

に雇用が人気で、どうしても公務員試験というの

は民間企業の試験とは別の対策が必要となってお

ります。ただ、どうしても民間企業が人気なんで

そっちのほうを優先に対応してる方は、わざわざ

公務員試験対策までして受験してもらえないんで、

民間企業でも導入しているような適性検査的な試

験になるんですが、それを導入することで民間を

志望している方でも、ちょっと受けてみようかと、

要するに、そういう体制を整えるということで先

ほど言いましたように通常の試験も実施した上で、

新たな試験項目を追加するという形をとろうと思

っております。 

○河野委員 

市管理の防犯灯、それと市管理の交通安全灯、

各地区の管理の防犯灯そこら辺の位置づけという

か、どれが市管理の防犯灯なのか、市管理の交通

安全灯なのか、そこら辺の説明をお願いしたらと

思います。 

○兵頭総務課長 
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旧町時代に要するに市が設置するとか、基本的

に市道とかそういう公共道路のところについてい

るものが中心になると思うんですが、あと当時の

状況で元々町が管理しててそのまま市に移管とな

った防犯灯につきましても市管理のものもござい

ます。ちょっと明確にこれとこれというのがなく

て今現在は通常の防犯灯は全て地元設置、地元管

理ということで、新たな防犯灯で市が管理するこ

とはないんですけど、申し訳ございません、ちょ

っと説明が難しいんですが旧町時代の流れをくん

でいるものが多いと思います。 

○河野委員 

今は地区管理の防犯灯で全て補うと、交通安全

灯というのは、今後市道の主要なところに設ける

という予定はないということでいいんですか。 

○兵頭総務課長 

そのとおりでございます。 

○河野委員 

同じく交通安全協会。これ最近なんですけれど

も、私の地元では交通安全協会から抜けるという

か、協会の支部から抜けるというような話が上が

っております。市からの負担金出されておるんで

すけども、これは市の１番上の交通安全協会の負

担金であって、そこから各支部におりていると思

っていいんでしょうかね。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前９時 42 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前９時 42 分） 

○兵頭総務課長 

詳細につきましては、担当の森岡係長から回答

させていただきます。 

○森岡総務課係長 

今の交通安全協会の補助金なんですけれども、

西予警察署内にあります社団法人だったと思うん

ですけれども西予市の交通安全協会に対して補助

をしております。その内容ですが交通安全協会の

運営費の一部を補助しているということになって

おりまして、なお、言われました城川支部の中の

分会へ流れるというお金ではないということにな

っております。西予市交通安全協会の城川支部に

行くお金というのは、免許更新のときなどに会費

を納めた方がおられるかと思うんですが、その会

費をそれぞれ免許保有数に応じてそれぞれの支部

へ分配されるというものになっております。それ

で支部が運営を分会に任すという形になっており

ます。お金の流れとしては、そういうことになっ

ております。 

○小玉委員 

今に関連してですが、昔は交通安全協会費みた

いな車両に自分が持ってる車両に 1,000 円とか集

めた時期ありますよね。ああいう制度はなくなっ

たんでしょうか。 

○兵頭総務課長 

こちらの質問に関しまして、担当の森岡係長か

ら回答させていただきます。 

○森岡総務課係長 

今の質問の中で私が解釈しますと地元の交通安

全協会が集めていた会費かと解釈するんですけれ

ども、今現在は、支部、分会での会費集め、車両

会費としての集めはないかと思っております。も

ちろん交通安全協会の会費としての徴収というの

は免許更新などでＰＲして、納めていただいてい

ると、年間 500 円だったと思うんですけれども、

納めていただいているということになっておりま

す。今現在地元の交通安全協会、支部あるいは分

会でもし集めておられるとしましたら、昔ながら

の賛助金として、免許を持っている方１人に対し

ていくらとか、車１台に対していくらとかいう基

準をそれぞれの独自で設けて運営費にするためと

いいますか運営費に活用するためにそういう独自

に集めておられるところもあると聞いております。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

では以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうち総務課所管分につい

て、原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては原案どおり可

決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前９時 46 分） 

 

【選挙管理委員会】 

○宇都宮委員長 
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再開を告げる。  （再開 午前９時 48 分） 

これより選挙管理委員会の審査を行います。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち選挙管理委員会所管分についてを議題

といたします。 

兵頭選挙管理委員会書記長の説明を求めます。 

○兵頭選挙管理委員会書記長 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち選挙管理委員会所管分について御説明

をさせていただきます。 

選挙管理委員会の歳入歳出別補正予算書につき

ましても、先ほどの令和６年度当初予算説明資料

に基づいて説明をさせていただきます。 

まず、歳出予算からです。説明資料の２ページ

を御覧ください。 

2 款総務費、4 項選挙費、1 目選挙管理委員会

費のうち、選挙管理委員会費庶務事業の 92 万

6000 円は、選挙管理委員会の委員報酬及び委員

会の開催経費、西予市明るい選挙推進協議会への

補助金等を、職員給与費（選挙管理委員会費）の

906 万 6000 円につきましては、選挙管理委員会

書記である選挙係長１名の人件費を計上しており

ます。 

次に、4 目財産区議会議員選挙費、財産区議会

議員選挙事業の 9 万 2000 円は、令和６年 11 月

20 日で任期満了を迎える宇和町財産区議会議員

選挙並びに令和６年 11 月 20 日で任期満了を迎え

る明浜町財産区議会議員選挙で見込まれる選挙経

費を計上しております。 

次に、13 目市長及び市議会議員選挙費、市

長・市議会議員選挙費の 5366 万 3000 円、会計年

度任用職員給与費（市長・市議会議員選挙事業）

の 196 万 5000 円は、令和６年５月 15 日で任期満

了を迎える市長・市議会議員選挙で見込まれる４

月１日以降の経費と、短期的に事務補助を行って

いただく会計年度任用職員の経費を計上しており

ます。なお、市長・市議会議員選挙の事業予算に

は、今回から本格導入を行うタクシー移動支援の

経費を計上しております。この間の一般質問に答

弁しましたが、内容的には 65 歳以上の高齢者で

運転免許を持っていない方もしくは車の運転が困

難な方及び障がい者または妊婦の方で車の運転が

困難な方を対象に、期日前投票期間において、自

宅から期日前投票所までの移動に市内タクシーを

利用する場合、往復と投票所での待ち時間の費用

を無料とするものです。この予算額としましては、

過去の市長・市議会議員選挙の実績から 65 歳以

上の期日前投票者数を 5,400 人程度と想定し、そ

のうちタクシー利用希望者については、先進地事

例の利用率を参考に計算した結果、期日前投票期

間の６日間で合計 290 人程度と見込んでおり、そ

の予算として 99 万 9000 円を計上しております。 

続きまして歳入予算について御説明いたします。

説明資料の３ページを御覧ください。 

15 款県支出金、3 項委託金、1 目総務費委託金、

4 節選挙費委託金につきましては、在外選挙人名

簿登録委託金として 1,000 円を計上しております。 

最後に、20 款諸収入、5 項 4 目雑入、2 節総務

費雑入としましては、コピー使用料 1,000 円と、

財産区議会議員選挙の執行経費として、宇和町、

明浜町財産区議会が負担する 9 万 2000 円を計上

しております。 

以上よろしく御審議の上、御決定くださいます

ようお願い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

兵頭書記長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○信宮副委員長 

市長・市議会議員選挙事業の中の説明ありまし

たタクシー移動支援等の借上料ですけれども、こ

れ本当に移動手段に困っている方には助かる事業

だと思っております。ほかの先進地の事例を参考

に人数を出されたということだったんですけれど

も、この事業を行っている自治体は県内どれぐら

いあるのかということと、それから確認のために、

以前に説明していただきましたタクシーの支援を

使うときに、電話で予約をして迎えに来てもらっ

たら、入場券を見せるだけで構わないということ

だったんですけども、それ以外の手続はないのか、

もう１回聞きたいと思います。 

○兵頭選挙管理委員会書記長 

まず先進地事例ですが、県内３カ所東温市、四

国中央市、新居浜市が行っておりますが、まず、

四国中央市と新居浜市は障がい者限定で行われて

おりまして投票日当日のみやられております。 

東温市は、制限は一切設けず誰でも利用可能と

いうことで、選挙当日のみ１日だけやっておりま
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す。ただ、参考にした案は東温市の利用率なんで

すが、利用率は１％ぐらいでほとんど余り利用さ

れてない現実がございました。うちは、ただ当日

にしますとタクシー会社が少ないんで、予約が殺

到した場合に予約はとれないといったことがござ

いますので、期間が長くとれる期日前投票期間、

これでしたら例えば希望する日に予約してそれが

予約重なってても、時間をずらす、また日をずら

すことによって、予約が取れるので、そういう期

日前投票期間で長くとりますので、うちは大体

４％から５％ぐらいは利用するだろうということ

で東温市より高い利用率に設定して計算をしてお

ります。 

次に、利用方法でございますが、まず、基本的

に入場券が届きましたら、そこに御自身の氏名、

生年月日等を記入していただきまして、チラシを

配布しますので、そこに記載のタクシー会社要す

るに最寄りのタクシー会社に電話をして選挙投票

と伝えた上で予約をとっていただきます。当日は、

迎えに来てもらったタクシー会社の運転手に入場

券を見せて、そこにタクシーの運転手のサイン欄

がありますので、そこにサインをいただいてて、

投票所に来たらそれを投票受付に出していただく

のみです。なお障がい者の方と妊婦の方について

は、ちょっと確認をさせていただくので証明書を

その際に運転手に見せていただくという流れにな

ります。もしですね、入場券が届くのが遅いとき

とか、それを紛失してしてしまったとしても、タ

クシーを予約していただいて、投票所まで来てい

ただいて、投票所に入場券の控えがありますので、

そこで先に氏名とか年齢書いていただいて一遍ち

ょっとタクシー待ってもらってると思うんで、そ

こに行ってサインをもらった上で、投票していた

だくとそういうことで対応しようと思っておりま

す。 

〔委員長交代〕 

○宇都宮委員 

今の信宮委員の続きですが、初めて聞いたんで

すが、例えば明浜のようなタクシーのないところ

でも、もし依頼があれば行くということになるん

ですか。 

○兵頭選挙管理委員会書記長 

一応宇和のタクシー会社にその旨お願いをして

おりますので、あと一般タクシー会社のみでは、

丸之内タクシーが宇和と野村撤退されて減ってお

りますので、介護タクシー事業者にも声をかけま

して、市内にある５つの介護タクシー事業者も一

応参加していただくようになっております。介護

タクシーにつきましては市内全域どこにお願いし

てもいいんですが、ただちょっと乗車条件がどう

してもありますので、それは介護タクシーに直接、

こういう状況ということで問合せていただいて、

そちらが問題ないと判断すれば、来ていただくこ

とも可能となっております。 

○竹﨑委員 

私も今のところ続けてお願いします。65 歳以

上そして免許持ってない様々な条件を聞きました。

電話をした本人が、足腰が立たんとか、そういう

人の場合身内の者とか親戚または近所の方が、介

助を兼ねて同行するということ、その場合もかま

んかどうか、これは実際電話で新聞を見た人が問

合せしてきたので、今日これで聞いておかないけ

んなと思ったんです。その介助者を同行してかま

んのか、そのときに、例えば、最も状態悪い人で

も行きたいという両方抱えてほしいと。どの辺ま

で条件がかまんのかいうことと、その方が絶対な

いと思うけど、帰りに買物したりとかこれは絶対

駄目だと思う、それは駄目だと思いますと個人的

に対応してます。それは間違いないか、その２点

お願いします。 

○兵頭選挙管理委員会書記長 

議場でも答弁した中で案内チラシを今度３月の

広報紙配布に入れる、そこにも記載しております

が、利用者に付添いが必要な場合、乗車定員数が

あると思うけどその範囲内でしたら、例えば２人

が同乗して両方抱えて乗っていただいても結構で

す、そういうふうに記載をしております。一応、

先ほど言いましたように買物等については、やは

り公費で負担ですので駄目です。ただ、個人的に

頼まれてタクシー運転手に次の予約がないとか、

時間があって運転手が、もし行ってあげらいとい

うことやったらその分の料金だけ別料金で、運転

手が徴収をされるいうことはあるかもしれません。

うちとしては基本的にはもう駄目ですとしか、使

えませんということしか、案内出来ないんですが、

そういうことになります。 

○竹﨑委員 

今の件は分かりました。もう一つは、三瓶町内
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も、１社しかなくて、それも２台しかないんです。

ですので、重なったときに介護を聞きましたが、

例えば、市外はアウトだと考えてましたんで、例

えば宇和のタクシーとか、野村まで呼ぶことはな

いと思うけどそういうことも、もう一度確認なん

ですが、構わないということですね。空いていれ

ば、つまり三瓶町内が宇和のタクシーを要請した

としても介護も詰まっていてとか、それでも今日

でないといけん行きたいという期日前投票したい

という方がいた場合、他町のタクシーを呼んでも

構わないと解釈していいですか。 

○兵頭選挙管理委員会書記長 

一応三瓶においては一二三タクシーと介護タク

シーともがおられます。一応ここの２社は連携さ

れているみたいで、一二三が難しいときはともに、

連絡して、やってもらってるってことなんで、よ

っぽど予約が重ならない限り何とかなるかなと思

ってるんですが、どうしてもそこが難しい場合は、

近隣のタクシー会社に電話していただいても致し

方ないのかなと考えておりますが、タクシー会社

がその予約を受け付けるかどうかいうのは、タク

シー会社にお任せしてます。そういう状況でござ

います。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうち選挙管理委員会所管

分について、原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては原案どおり可

決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前 10 時４分） 

 

【危機管理課】 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前 10 時 11 分） 

これより危機管理課の審査を行います。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち危機管理課所管分を議題といたします。 

危機管理課谷川課長の説明を求めます。 

○谷川危機管理課長 

それでは議案第 42 号「令和６年度西予市一般

会計予算」のうち危機管理課所管分につきまして

御説明申し上げます。 

まず、当課の事務事業の見直しにつきまして最

初に御説明させていただきます。令和５年度事務

事業４事業ございます。災害対策費庶務事業、防

災行政無線情報システム整備事業、防災対策啓発

活動事業、防災対策推進事業でございますが、次

年度より昨年３月に策定し推進しております西予

市事前復興計画の一層の推進を図るため、事前復

興推進事業を新たに新規事務事業として立ち上げ

ております。内容につきましては後ほど説明をさ

せていただきます。 

それでは予算書内容につきまして説明をさせて

いただきます。まず歳入につきまして予算書は

32 ページをお開きください。 

15 款県支出金、2 項県補助金、9 目消防費県補

助金、1 節災害対策費県補助金、夜間津波避難対

策事業費県補助金としまして 1502 万 5000 円を計

上しております。これは、今年度から愛媛県事業

として創設されました津波からの夜間避難に課題

のある地域の避難路、避難場所等を整備し、夜間

避難訓練を実施、課題解決に取り組む自主防災組

織を支援するための事業費に対しての補助となり

ます。 

続きまして次のページ 33 ページをお開きくだ

さい。 

15 款県支出金、3 項委託金、1 目総務費委託金、

1 節総務管理費委託金、自衛官募集事務費委託金

としまして 2 万円を計上しております。これは自

衛官募集啓発に係る委託金でございます。 

続きまして 43 ページをお開きください。 

20 款諸収入、5 項雑入、4 目雑入、9 節消防費

雑入、その他雑入のうち、個別受信機を１世帯で

２台目以上を希望される方に１台当たり１万円で

譲渡するものとして、１台分の申込みを見込み１

万円を計上してございます。また地域活性化セン

ター助成金としまして 117 万 7000 円を計上し、

防災対策啓発活動事業における避難所運営マニュ

アル作成支援に充当させていただいております。 

続きまして歳出の説明に移らせていただきます。 

予算書 157 ページから 159 ページとなります。

事業は職員給与費及び会計年度任用職員の災害対
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応時超過勤務手当を除きますと、先ほど説明いた

しました５事業に分かれております。予算書右端

の事業概要欄に事業ごとの予算が記載されており

ます。予算総額 1 億 4970 万 1000 円のうち、職員

給与費、会計年度任用職員手当等 7873 万円を除

く予算は、7097 万 1000 円で前年度予算 3505 万

2000 円と比較しまして、3591 万 9000 円の増額と

なっております。増額の要因としましては、夜間

津波避難対策事業補助金また、令和６年能登半島

地震を踏まえまして自主防災活動育成補助金等の

増額が影響しているものと考えております。 

それでは事業ごとに、令和６年度の主な内容に

ついて御説明いたします。 

まず、災害対策費庶務事業におきましては、各

種計画策定に関する会議等開催経費並びに課内全

体の消耗品費、旅費等の庶務的な経費及び自衛官

募集啓発に係る経費を計上してございます。なお、

募集啓発に係る財源につきましては先ほど説明し

ました県の委託金となっております。本事業全体

としましては、５年度の 256 万 2000 円から

117 万 1000 円減額し 139 万 1000 円となっており

ます。事業費の減額につきましては、職員研修等

をこれまでコンサル等に委託しておりましたが、

次年度より当課主体となって実施するなど、事業

内容の精査によるものでございます。 

続きまして防災行政無線・情報システム整備事

業は、防災行政無線等各種機器の維持管理等に関

わる費用を計上してございます。本事業全体とし

ましては、５年度の 1514 万 1000 円から 69 万

9000 円増額し、1584 万円を計上しております。

増額の理由としましては、防災行政無線バッテリ

ーの交換による修繕費の増額等が挙げられ、事業

費として修繕料 182 万 8000 円を計上してござい

ます。また使用料としまして、市独自で導入して

おります防災行政無線を補完するスマートフォン

用アプリとして、導入しております情報伝達アプ

リコスモキャスト 79 万 2000 円、気象観測システ

ムポテカに 160 万 4000 円、職員参集システムに

13 万 2000 円を計上してございます。また、県へ

の負担金としまして、被災者生活再建支援システ

ム県市町共同導入負担金としまして 17 万 3000 円、

県防災行政無線維持管理負担金としまして 50 万

5000 円を計上しております。引き続き各種機器

の適正な維持管理に努めてまいります。 

続きまして防災対策啓発活動事業では、各地域

の状況に見合った防災に対する啓発活動が重要で

あるとの考えのもと、引き続き地域や各種会合に

足を運び、啓発を進めるための経費、自主防災組

織の活動活性化に資する補助金等を計上してござ

います。本事業全体としましては、５年度の

1375 万 7000 円から 441 万 4000 円減額し、934 万

3000 円を計上しております。減額の要因ですが、

先ほど事務事業を新しく新設しましたけれども、

事前復興計画関係予算を令和６年度より新規事業

といたしましたので、こちらの経費が減額となっ

ております。しかし新規事業としまして地域活性

化センターのがんばる地域応援事業を活用した避

難所運営マニュアル作成支援事業として、117 万

8000 円を計上しております。こちらは、全額地

域活性化センターからの助成金を充当する予定と

しております。また、令和６年能登半島地震を踏

まえまして地域防災活動が一層活発化すると考え

まして、自主防災活動育成補助金を５年度の

388 万 5000 円から、143 万 1000 円増額し、

531 万 6000 円を計上してございます。今後も市

内全組織に対して、本事業の制度及び活用につい

て周知啓発に努めますとともに、各組織への訓練

等の実施支援を行うことで組織活動の平準化が図

られるよう努めてまいります。また 29 年度から

実施しております家具転倒防止対策費補助金とし

まして 10 万円を計上しております。こちらも能

登半島地震を受けまして 8 万 8000 円ですけれど

も増額をさせていただいております。また、平成

23 年度から進めております防災士を地域の防災

リーダーとして養成し、地域防災力の向上を図る

ため、令和６年度も防災士養成講座の負担金

60 名分を計上しており、また資格取得者に対す

るスキルアップを図る研修会等への参加費用など

を計上させていただいております。 

次に防災対策推進事業では、市が実施する訓練

に使用する消耗品等購入にかかる費用、災害用備

蓄物資整備としまして、本市人口の 10％に当た

る１日３食分の水と食料を備蓄しておりますが、

保存期間を経過するものを更新するための費用、

災害用の資機材等の整備に要する費用を計上させ

ていただいております。事業費としましては令和

５年度の 359 万 2000 円に対しまして、2882 万

1000 円増額の 3241 万 3000 円を計上しておりま
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す。増額の主な要因としましては、先ほど歳入で

も説明をいたしましたが南海トラフ巨大地震に備

え沿岸部の夜間避難に支障のある自主防災組織等

が実施する津波避難路、緊急避難場所の整備に対

し補助金を交付することで、夜間津波避難対策を

集中的に実施するため、同事業を実施する自主防

災組織等への補助金 3005 万円を計上しているこ

とによるものです。なおこの補助金には２分の１

を愛媛県の夜間津波避難対策事業費県補助金また、

ふるさと応援基金繰入金を充当してございます。

令和６年度の実施予定は８組織で 17 カ所現在予

定をしているところでございます。その他の事業

につきましては、備蓄物資として、水、パン、ア

ルファ米、粉ミルク、液体ミルク等を購入、保存

期限を迎えた物資につきましては、順次訓練等で

使用するなど、適正な管理に努めております。な

お令和６年度の津波防災訓練に関しましては明浜

町の狩江地区それから中山間地の西予市の地震防

災訓練に関しましては城川の土居地区で実施する

よう計画しており、地元と協議を始めているとこ

ろでございます。 

最後ですけれども事前復興推進事業について御

説明させていただきます。事業費の総額は

1198 万 4000 円となっております。主な事業につ

きましては、令和６年度も令和５年３月に策定い

たしました西予市事前復興計画に基づいた事前防

災及び復興の事前準備を推進することとしており

ます。令和６年度は沿岸部山間部の地域で開催す

る事前復興まちづくりワークショップを継続する

ための業務支援委託料としまして、 936 万

1000 円を計上させていただいております。なお

財源としましては、３分の１の補助として、国の

社会資本整備総合交付金（都市防災総合推進事

業）を充当させていただいております。 

次に防災教育につきまして市内中高校生も参加

し、産官学が連携して津波避難体験ができるＶＲ

を活用した防災学習に取り組んでおりますが、事

前復興防災教育事業の経費としまして 103 万

5000 円を計上させていただいております。なお

財源につきましては、市教育委員会の子ども教育

振興基金を充当させていただいております。 

以上、危機管理課所管分の説明とさせていただ

きます。御審議の上、御決定くださいますよう、

よろしくお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

谷川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○竹﨑委員 

防災対策推進事業ですが 17 カ所予定とありま

したが、これは、昨年度と比べて増えてるか減っ

ているのかそして、将来的に見て全部を予定して

いるあと何年ぐらいかける予定か、つまり、全体

をこの西予市全体をやはりクリアしておきたいお

考えだと思われるので、そこの見通しについても

教えてください。 

○谷川危機管理課長 

こちらの事業ですけれども今年度愛媛県で新設

をされまして今年度の予算につきましては、令和

５年第２回定例会で補正予算計上させていただい

ております。令和５年度は５組織 10 カ所の予定

で進めさせていただいております。 

この事業ですけれども、愛媛県の事業としては

３カ年での実施を予定しておりますので令和５年

度から令和７年度ということで、令和６年度は先

ほど申し上げましたように８組織 17 カ所、それ

から令和７年度は４組織５カ所で予定をしており

ます。今年度補正後に、明浜町、三瓶町の各自主

防災組織等に要望の提出を依頼しております。要

望の提出に基づいて県に申請をした枠内で、現在

は進めているところです。令和７年度が４組織５

カ所となっておりますけど、当初は平準化する予

算ということで大体令和５年度に実施した枠の中

で、県にも申請しておりましたけれども、能登半

島地震が発生したということもありますし、津波

に対する事業ですので、緊急的に実施する必要が

あるということで、令和６年度に集中して実施し

たいということで箇所数を増やしてございます。

引き続き、例えば令和６年度に狩江のほうで先ほ

ど津波の訓練をすると申し上げましたけれども、

その他、必要な箇所がないか等は地元の御意向も

聞きながら、また現在提出していただいてるとこ

ろも、変更等が生じてくる可能性もありますので、

そこらは柔軟に対応してまいりたいと考えており

ます。 

○竹﨑委員 

この３年間ということと、それで、全部とは難

しいかもしれんけど要は行政区の海岸部はやはり
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集落は、小さなエリアごとに分かれとるだけに、

その辺のところ可能な限り漏れのないようにぜひ

進めていただいて、地域の安心安全のためにお願

いしたいということだけお伝えしておきますが、

漏れのないようにお願いします。 

○森川委員 

158 ページの事前復興計画策定支援業務委託料

ですが 936 万円はどこに委託するわけですか。 

○谷川危機管理課長 

これまでも取り組んできましたのである程度実

績もあるんですけれどもコンサルタント系の会社

に業務委託をする方法で進めております。 

〔委員長交代〕 

○宇都宮委員 

冒頭の挨拶でも私述べたんですが前々から言っ

ております津波、特に夜間の避難訓練、この間の

能登半島地震も教訓にして、やはり、今の避難は

私はもう不十分だとはっきり思います。何度もい

つも言ってますが、高齢者の多い地域で歩いて特

に狭い山道を登るとか、これはもう間違いではな

いか、いろいろな場合想定されるんですがそれを

想定した上で、もし道路が通れるんであれば車の

避難が１番安全で時間もやっぱり 40 分 50 分あり

ますんで、お年寄りでも車に乗せる、最悪の場合

は、交通の問題もありますが軽トラックの荷台で

毛布でも敷いて乗せるとか、そういう訓練もしな

いと、今回狩江地区でもやると言われたんですが

自主防災のメンバーにも言います、実際にこれ歩

いて逃げると言っても逃げれないし、このような

遠足のような避難をしたって本当に役に立ちます

かという、本当にそういうリスクを考えた上で、

例えば道路が通れるんであれば車の避難をしてみ

るとか、そういういろいろな場面を想定してやる

こと、リスクよく考えて、夜、例えば冬場だった

り、これはもう歩いて逃げるということは完全に

不可能で、危険もあるし、お年寄りも動けない。

そうであれば、条件によってやっぱりいろいろな

考え方で避難を計画していかないと、私ずっと見

ておるのにやっぱり国の指導のまんまで、歩いて

高台へ登る。この考え自体が私は根本から考え直

さないと、東北のような車が混雑して逃げれない

ようなところであれば、歩く避難が大事だと思う

んですが、特に明浜の場合は集落ごとに高台の道

路があります。そこへ向けて、逃げればこれが１

番安全ではないか。ただ、やはり能登半島のよう

な道路も寸断された場合はまたほかの手段も考え

ないといけないんで、今後に向けてこれは本当に

もう少し頭をやわらかく、どういう確率が１番高

いか低いんか考えていただかないと、本当に今の

避難訓練では私は役に立ってないなという感じは

受けるんですが、ちょっと質問にはならないかと

思いますがよろしくお願いします。 

○谷川危機管理課長 

前から御意見をいただいているところでござい

ます。今回の議会でも２人の議員から一般質問で

も高台への避難に対する避難方法、避難の仕方等

の御提言もいただいております。それと地域性も

ありますし一律的に徒歩避難の原則というものが

これまで言われてきましたけれども、最近の報道

を見ますと、東日本当時の避難の原則、車避難の

有効性もまた国のほうも改めて今回能登半島地震

も踏まえて見直されているということもお聞きし

ております。一昨年宮野浦地区で津波避難訓練さ

れたときも、訓練の打合せを進めていく中で、地

域のほうから車の避難に対しての御意見をいただ

きましたので、早速その訓練にも取り入れて、旧

明浜西中学校の体育館への避難に実際にやってい

ただくというようなこともあります。そういった

ことも、いろいろな形で、訓練の夜間昼間、それ

から天候等も配慮してということなんですけれど

も避難の方法についても、それぞれの地域に市と

しまして入ったときには、意見を伺いながら進め

て訓練を実施し、それを地区防災計画とか事前復

興まちづくり計画とかに反映をして地区の中で共

有していただく、実際災害が起こったときに逃げ

遅れをなくすという取組は非常に重要であると考

えておりますので、引き続き今回の震災の教訓を

踏まえながら、取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

○宇都宮委員長 

ぜひやっぱり今言われたように、自主防災それ

から消防団、地元の方々とよく検討されてまた避

難の訓練をしていただきたいと思います。 

○竹﨑委員 

この予算の中でどこに含まれるかちょっと聞き

漏らしたのかもしれませんが、例えば、私の一般

質問した中にも関係ありましたＱ－ＡＮＰＩ、こ

のことについて、実際にもう設置している場所は、



- 14 - 

 

何カ所かあるんでしょうか。まずそのことについ

てお尋ねします。 

○谷川危機管理課長 

竹﨑委員からは一般質問の中でも、情報伝達の

重要性ということで答弁をさせていただいており

ますが、その中の一つとしましてＱ－ＡＮＰＩ、

これ内閣府の実証実験に参加しているんですけれ

ども避難所の情報を収集して準天頂衛星と管制局

を経由し、市内部だけにとどまらず、国の関係府

省庁、地方自治体、団体等が相互に情報を伝達す

るシステムとなってございます。今現在、実証実

験に参加中ということで答弁させていただいてお

りますけど、令和３年４月から令和９年１月末の

期間ということで、こちらのＱ－ＡＮＰＩシステ

ム端末の無償貸与を受けて、現在、実証調査を行

っているところでございます。 

現在の配備状況ですけれども土砂災害地震津波

等の大規模災害時に、通信途絶や孤立する恐れが

ある地域ということで市内全域 25 カ所に設置を

して訓練とそれから地域で行われる訓練とか市の

防災訓練とか、またＱ－ＡＮＰＩ同士の情報伝達

訓練とかでこの実証等に参加をしている現状でご

ざいます。 

○竹﨑委員 

実際にある区長さんから、昨日の会議では、時

間的にゆとりがなかったので質問しなかったんで

すが、実は置いてはあっても使い方が分からん。

したがって、それを区長は大体１年ごとに変わる

ので、結局伝わっていかないわけです。そういう

ことを考えたときに万一今起こったときに、せっ

かくある良い機械、能登でも個人の携帯は使えな

かった時間帯があったじゃないですか。それを考

えるとやはり準天頂衛星使うというパターンはす

ばらしいと思うんです。このＱ－ＡＮＰＩを置い

ていても使えないようじゃ宝の持ちぐされになる

んで、だからそこについても、何らかのマニュア

ル化したものをしっかり置いてある区長さんには

伝わっていくようにしておかないと、これは本当

に宝の持ちぐされになるから、そこのところもぜ

ひひとつ前向きにこの９年までの間に、やはりし

っかりと、通知通達さらに使い方の引継ぎという

形でいくように、事の重大さいうことを考えてし

ておくことは、より大事になると思われるんで、

せっかくあるＱ－ＡＮＰＩの活かし方もぜひ検討

しとっていただきたい。御意見あったらお願いし

ます。 

○谷川危機管理課長 

災害関連の情報伝達機器に関しましては、やは

りＱ－ＡＮＰＩに限らず普段通信訓練とか日常で

そこをさわっておくということで、操作習熟して、

いざというときに使えるということは、消防無線

なんかもそうですけれども、前提にあると思いま

す。そもそもなんですけれどもＱ－ＡＮＰＩに関

してはこの実証実験中に操作性とかっていうもの

を扱いにくいところなんかは国に申入れて国のほ

うもブラッシュアップしていくっていうことで、

今のところは実証実験に参加させていただいてお

ります。導入当初には各操作をしていただく方々

も職員も含めてなんですけど操作説明をしていた

だいております後は年に数回なので、おっしゃる

とおりなかなかいざというときにすぐ使えるかと

いうことに御不安はあることも承知はしておりま

すけれども、基本的には先ほどの 25 カ所職員を

配置できるような指定避難所を選定し地域づくり

活動センターとかに配置しておりますので、基本

的に職員も複数名が扱えるような研修等も実施し

ております。先ほど申し上げましたＱ－ＡＮＰＩ

に限らず、情報手続に関してはいざというときに、

使用ができるように、研修等の場も設定して進め

ていきたいというふうに考えております。 

○竹﨑委員 

先ほどの説明の防災対策啓発のほうですか。そ

の中にあった家具の転倒防止、予算たしか 10 万

円と聞いたと思うんですが、実際に利用度という

か申請、具体的にどのぐらい件数ありますか。 

○谷川危機管理課長 

まず実績ですけれども、29 年度が９件、30 年

度３件、元年度が２件、令和２年度がゼロでした。

令和３年度が１件、令和４年度が１件です。能登

半島地震を受けた後に、現在令和５年度は今１件

申請済み、１件申請を承っております。やはり令

和６年能登半島地震の家屋の倒壊等の状況を見ま

すと、家具の転倒防止それから住宅の耐震化とい

うことは、まずその初動での命を守るためには、

当然必要なことということでございますので、実

績に応じての額なので 10 万円の計上で事足りる

のかというと、どうかということもありますが啓

発も含めて利用していただくということを進めて
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いきたいと思います。今愛媛県から照会がきてお

りますが県もその重要性を認識され、各市町のこ

の補助金の状況調査が今来ております。県から何

らかのメニュー的なものが示されてくるかもしれ

ませんので、そちらの状況を見まして、もし県の

事業等が活用できるようでしたらもう少し予算額

も検討して、それよりは利用していただけるよう

に一層啓発に努めてまいりたいと考えてございま

す。 

○竹﨑委員 

今の説明のとおり、やはり啓発する必要はもう

絶対大事ですので、早い段階で設置しておくこと

によって、その下敷きになったりということを防

ぐことができるので、したがってこれは啓発プラ

ス実績を評価できるようにしていただきたいとい

うことでお願いしておきます。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

では、以上で質疑を終結といたします。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち危機管理課所管分について、原案に賛

成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前 10 時 42 分） 

 

【税務課】 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前 10 時 46 分） 

これより税務課の審査を行います。 

議案第 27 号「西予市半島振興対策実施地域に

おける固定資産税の不均一課税に関する条例を廃

止する条例制定について」を議題といたします。 

税務課宮中課長の説明を求めます。 

○宮中税務課長 

それでは、議案第 27 号「西予市半島振興対策

実施地域における固定資産税の不均一課税に関す

る条例を廃止する条例制定について」提案理由の

御説明を申し上げます。 

本条例は、半島振興法に基づき半島振興対策実

施地域に指定された三瓶地域における企業の立地

等を促進するため、地域産業の振興につながる固

定資産税の優遇措置を定めたものでございます。 

半島振興対策実施地域に指定された市町村は、

半島振興法に基づく産業振興促進計画を策定し、

同計画で定める事業の用に供する資産を当該事業

者が新設または増設した場合、固定資産税の優遇

措置を行うことができることとなっております。

しかしながら、半島振興法第 17 条の地方税の不

均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める

省令の一部改正により、西予市のように半島税制

対象地域と過疎地域の持続的発展の支援に関する

特別措置法に基づく過疎税制対象地域が重複して

いる場合は、過疎税制に適用することとされたこ

とから、半島振興法に基づく本条例を廃止するも

のでございます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

宮中課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

ないようでございますので、以上で質疑を終結

といたします。 

お諮りいたします。議案第 27 号「西予市半島

振興対策実施地域における固定資産税の不均一課

税に関する条例を廃止する条例制定について」原

案に賛成の委員の挙手を求めます。 

  〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前 10 時 49 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前 10 時 50 分） 

続きまして同じく税務課の審査を行います。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち税務課所管分を議題といたします。 

税務課宮中課長の説明を求めます。 

○宮中税務課長 

それでは、議案第 42 号「令和６年度西予市一

般会計予算」のうち税務課所管分について御説明
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を申し上げます。 

まず、歳入の部から御説明をいたします。予算

書の 12 ページを御覧ください。 

1 款市税、1 項市民税、1 目個人につきまして

は、対前年度 682 万円増の 11 億 8116 万 9000 円

を計上しております。増減の主な理由といたしま

しては、現年課税分において、人口減少を考慮す

るものの、最低賃金の上昇など、経済の緩やかな

持ち直しなどの影響により、増収の見込みとして

おります。 

続いて、2 目法人につきましては、法人数の減

少や減資等による影響をもとに、過去の実績等も

参考の上、対前年度 117 万円減の 1 億 4778 万

4000 円を計上しております。 

2 項 1 目固定資産税につきましては、対前年度

4304 万 2000 円減の、14 億 6811 万 3000 円を計上

しております。増減の主な理由といたしましては、

固定資産税のうち、償却資産につきましては、再

生可能エネルギーの発電設備に係る増収が見込ま

れるものの、令和６年度が３年に１度の評価替え

の年となるため、土地家屋に係る固定資産税につ

いては、減収を見込んでいるところでございます。 

続いて、2 目国有資産等所在地市町村交付金及

び納付金につきましては、主に国土交通省や愛媛

県の固定資産に対する減価償却の影響により、対

前年度 81 万 2000 円減の 1275 万 2000 円を計上し

ております。 

次に、3 項 1 目軽自動車税につきましては、対

前年度 120 万 6000 円減の、1 億 6278 万 4000 円

を計上しておりますが、直近の納付実績を踏まえ

た見込額としております。 

予算書 13 ページをお開きください。 

続いて、2 目環境性能割でございますが、直近

の納付実績を踏まえまして、対前年度 74 万

4000 円減の 679 万 2000 円を計上しております。 

次に、4 項 1 目市町村たばこ税につきましては、

直近の納付実績を踏まえまして、対前年度 779 万

8000 円減の 2 億 1659 万 9000 円を計上しており

ます。 

次に、5 項 1 目鉱産税につきましては、直近の

納付実績を踏まえまして、前年と同額の 8,000 円

を計上しております。 

以上、市税総予算額 31 億 9600 万 1000 円前年

比 4795 万 2000 円の減でございます。 

続きまして、予算書 23 ページをお開きくださ

い。 

13 款使用料及び手数料、2 項手数料、1 目総務

手数料、2 節徴税手数料でございますが、前年度

の実績を踏まえまして、対前年度 1 万 4000 円増

の 272 万 4000 円を計上しております。 

次に、予算書 33 ページをお開きください。

15 款県支出金、3 項委託金、1 目総務費委託金、

2 節徴税費委託金の県民税徴収事務費委託金につ

きましては、対前年度 70 万 2000 円減の 4730 万

6000 円を計上しております。増減の主な理由と

いたしましては、個人市民税とあわせて徴収して

いる県民税の取扱い費となりますので、人口減少

の影響を踏まえた見込額としております。 

次に、予算書 38 ページをお開きください。 

20 款諸収入、1 項延滞金、加算金及び過料、

1 目延滞金でございますが、前年の実績をもとに

算出しまして、対前年度 127 万 1000 円減の、

248 万 6000 円を計上しております。 

続いて、歳出の部を御説明いたします。予算書

63 ページをお開きください。 

2 款 2 項 1 目税務総務費として、1 億 3768 万

8000 円を計上するものでございます。その内訳

は、事業概要欄にございます。税務総務費庶務事

業、会計年度任用職員給与費及び職員給与費とな

っております。税務総務費庶務事業の 167 万

2000 円につきましては、税務課内全般の運営に

係る消耗品費、郵券料、コピー使用料などの庶務

経費や公用車の管理に係る経費などを計上するも

のでございます。また、会計年度任用職員給与費

714 万 6000 円につきましては、育児休暇を取得

している職員の代替職員に係る人件費及び確定申

告時の事務補助に係る人件費を計上するものでご

ざいます。なお、正規職員に係る職員給与費につ

きましては、総務課所管のため説明を省略させて

いただきます。 

次に、予算書 64 ページをお開きください。 

2 目賦課徴収費として、3283 万円を計上するも

のでございます。その内訳は、事業概要欄にござ

います。市税賦課事業、管理収納事業、市税過誤

納還付金運営事業及び債権整理事業となっており

ます。そのうち市税賦課事業の 1315 万 9000 円に

つきましては、市県民税、法人市民税、軽自動車

税及び固定資産税の賦課徴収に係るシステムデー
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タの更新や各種負担金のほか、印刷製本費や通信

運搬費などの経費を計上するものでございます。 

続いて、管理収納事業の 923 万 4000 円につき

ましては、納税相談や臨戸訪問、文書催告などを

実施するとともに、納税意識の低い滞納者に対し

て、預貯金、給与、生命保険等の債権を中心に、

差押えなどの滞納処分を行うため、市税の収納管

理に係る経費を計上するものでございます。また、

市税の納付書に印刷されたＱＲコード等を利用し、

自宅のパソコンやスマートフォンから、電子納税

ができる地方税共通納税システムの運用が開始さ

れたことから、地方税共同機構に対する収納手数

料負担金を計上しております。そのほか、徴収困

難な長期滞納者や高額滞納者につきましては、愛

媛地方税滞納整理機構へ移管し、滞納者の縮減に

も努めているところでございます。 

続いて、市税過誤納還付金運営事業の 1012 万

5000 円につきましては、市民が市税を重複納付

された場合や、確定申告などにより税額更正があ

った場合のほか、法人の予定納税の税額更正等が

あった場合、還付処理に係る経費を計上するもの

でございます。 

最後に、債権整理事業の 31 万 2000 円につきま

しては、債権整理室が債権所管課からの移管債権

を回収するためにかかる経費のほか、滞納整理に

関する職員研修等に要する経費を計上するもので

ございます。 

以上、税務課所管分の説明とさせていただきま

す。御審議を賜り、御決定くださいますようお願

い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

宮中課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○河野委員 

65 ページの賦課徴収費の 18 節地方税滞納整理

機構負担金として 350 万円計上されておりますけ

れども、350 万円の経費をかけて整理機構からい

くらか収納、そういった実績があるのかどうかを

お聞きしたいと思います。 

○宮中税務課長 

滞納整理機構への負担金に対しての徴収実績と

いうお話でございますが、令和５年度分につきま

しては、現在執行中ですので、金額等まだ確定を

していないところでございますけれども、令和４

年度につきましては、同じ負担金に対しまして、

徴収の実績が 931 万 6417 円、令和３年度が

743 万 6275 円、令和２年度につきましては

1463 万 9560 円という実績になっております。 

○河野委員 

その徴収の大体こういったものが主だというの

は分かりますか、徴収の種類別というか。 

○宮中税務課長 

種別というものは、ちょっと特定的なものを今

資料を持ち合わせていないんですが、先ほど御説

明を若干させていただきましたが、高額の滞納の

案件であったり、税務課職員において、徴収が困

難であるという複雑な案件ですね。そういったも

のについては、機構のほうで強い回収ノウハウを

持たれておりますので、そういったところへ移管

を行っているというのが実情でございます。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうち税務課所管分につい

て、原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前 11 時５分） 

  

【財政課】 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前 11 時７分） 

これより財政課の審査を行います。 

議案第５号「西予市公共施設整備基金条例の一

部を改正する条例制定について」財政課安岡課長

の説明を求めます。 

○安岡財政課長 

それでは、審査していただきます議案第５号

「西予市公共施設整備基金条例の一部を改正する

条例制定について」御説明申し上げます。 

議案書 14 ページをお開き願います。 

この条例は、西予市公共施設の整備等に要する
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経費の財源に充てるため基金の管理及び処分等を

定めているものであります。今回の一部改正は、

合併後のまちづくりに活用してきました旧合併特

例事業債の適用が令和６年度末をもって終了し、

合併後の公共施設整備が、一区切りとなることを

踏まえ、今後の当基金の活用方針を再整理し、処

分方法を明確化するものでございます。具体的な

処分方法としましては、これまでの公共施設の整

備に要する経費に加え、公共施設整備にかかる借

入金の償還に要する経費、公共施設の解体撤去に

要する経費、公共施設の災害復旧事業に要する経

費に活用できるよう明確化し規定するものでござ

います。またあわせて、西予市庁舎建築事業基金

条例、西予市一般廃棄物処理施設等建設基金条例、

西予市学校施設整備基金条例、西予市体育施設整

備基金条例につきましては、それぞれの目的をお

おむね達成したことから廃止を行うとともに、残

余金は、公共施設整備基金に属するものとし、集

約を図るものでございます。 

以上条例制定の説明といたします。よろしく御

審議の上、御決定くださいますようお願い申し上

げます。 

○宇都宮委員長 

安岡課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

ないようなので、以上で質疑を終結といたしま

す。 

議案第５号「西予市公共施設整備基金条例の一

部を改正する条例制定について」原案に賛成の委

員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午前 11 時 11 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午前 11 時 11 分） 

次に同じく財政課の審査を行います。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち財政課所管分を議題といたします。 

財政課安岡課長の説明を求めます。 

○安岡財政課長 

それでは、議案第 42 号「令和６年度西予市一

般会計予算」につきまして、まずは令和６年度一

般会計予算の概要、特徴について御説明いたしま

す。 

歳入歳出予算はそれぞれ 294 億 7000 万円で、

令和５年度の 284 億 7000 万円と比較し 10 億円

3.5％の増となっております。 

歳入の概要について款別に御説明いたします。

配付いたしております総務常任委員会資料の１ペ

ージ歳入款別説明資料を御覧ください。 

10 款地方交付税は、地方債の償還に係る需要

額の減の影響により、普通交付税の減額、14 款

国庫支出金はエネルギー構造高度化・転換理解促

進事業費の増、15 款県支出金は、結婚生活支援

事業等人口減少対策関係事業費の増、17 款寄附

金はふるさと応援寄附金の増、18 款繰入金は、

減債基金、公共施設整備基金、ふるさと応援基金

等の増、21 款市債は、養護老人ホーム三楽園建

設事業費、消防本部署庁舎建設事業費、常備消防

施設整備事業費等の増に伴う増額となっておりま

す。令和６年度予算で継続中の大型建設事業が、

一区切りとなるとともに、合併後のまちづくりに

活用してきました旧合併特例事業債の適用も、６

年度をもって終了となります。今後は地方債発行

の枠を適切に管理し、公債費の抑制を図りながら、

国県支出金、ふるさと納税等の積極的な財源確保

に努め、歳入を的確に見込んだ適正な財政運営に

努めてまいりたいと考えております。 

歳出の概要につきまして、款別に御説明いたし

ます。配付資料の２ページ歳出款別説明資料を御

覧ください。 

まず増額の大きい予算科目といたしまして、

3 款民生費は、養護老人ホーム三楽園建設事業費、

教育・保育給付費支給事業費等の増、9 款消防費

は、消防本部署庁舎建設事業費、常備消防施設整

備事業費等の増、13 款諸支出金は、ふるさと応

援基金事業、森林環境譲与税基金事業の増となっ

ております。 

次に、減額の大きい予算科目といたしましては、

2 款総務費はＣＡＴＶ整備事業費、野村支所庁舎

建設事業費等の減、6 款農林水産業費は、水利施

設等保全高度化事業費、換地処分更生事業費、明

浜柑橘加工施設整備事業費等の減、11 款災害復



- 19 - 

 

旧費は、道路橋梁河川災害復旧事業費（過年度）、

林業用施設災害復旧事業費（過年度）の減となっ

ております。 

それでは予算書に沿いまして、財政課所管分の

主なものにつきまして、歳入予算から御説明いた

します。 

配付資料の３ページ歳入の科目別内訳表を御覧

ください。資料の左端に予算書のページ数を記載

しておりますので、予算書につきましてもあわせ

て御覧いただきたいと思います。 

財政課の歳入予算科目 2 款地方譲与税から

11 款交通安全対策特別交付金までの予算額につ

きましては、国が公表、通知をしています令和６

年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項

等について及び令和６年度地方税及び地方譲与税

収入見込額等を基本としつつ、当市の過去の収入

実績により調整を行い計上いたしております。 

続いて、主な予算科目について御説明いたしま

す。予算書は 13 ページになります。 

2 款地方譲与税、1 項 1 目地方揮発油譲与税

5689 万 6000 円でありますが、対前年度 0.6％、

34 万 1000 円の減といたしております。 

予算書は 14 ページになります。 

2 項 1 目自動車重量譲与税 1 億 7900 万 2000 円

でありますが、対前年度 2.5％、442 万 3000 円の

増といたしております。 

3 款 1 項 1 目利子割交付金 151 万 6000 円であ

りますが、対前年度 42.3％、111 万 1000 円の減

としております。 

4 款 1 項 1 目配当割交付金 2241 万 2000 円であ

りますが、対前年度 19.7％、368 万 6000 円の増

としております。 

予算書は 15 ページになります。 

5 款 1 項 1 目株式等譲渡所得割交付金 1476 万

6000 円でありますが、対前年度 8.2％、111 万

9000 円の増としております。 

6 款 1 項 1 目法人事業税交付金 7325 万 5000 円

でありますが、同交付金は、県税である法人事業

税の一部を市町に対して、従業者数で案分して交

付するものでございます。対前年度 15.5％、

985 万 4000 円の増としておりますが、増額の理

由といたしましては、試算の基礎としております

愛媛県の予算要求額が前年度比で増額になったこ

とと、経済センサス基礎調査の従業者数の令和３

年度調査への置き換えによるものでございます。 

7 款 1 項 1 目地方消費税交付金 9 億 1319 万

6000 円でありますが、愛媛県の予算要求額を基

本として、一般財源分と社会保障財源分とに区分

して試算をしております。消費税 10％のうち

2.2％が地方消費税となり、そのうち一般財源分

は 1.0％、国勢調査人口と経済センサス基礎調査

の従業者数により配分され、社会保障費財源分は

1.2％で、国勢調査人口により配分されます。対

前年度 2.0％、1768 万 8000 円の増としておりま

す。 

8 款 1 項 1 目環境性能割交付金 2608 万 9000 円

でありますが、対前年度 48.4％、851 万 2000 円

の増としております。 

予算書は 16 ページになります。 

9 款 1 項 1 目地方特例交付金 2028 万 7000 円で

ありますが、国の制度変更等により、地方負担の

増や減収が生じたときに交付されるもので、令和

６年度は個人住民税の減収補填に係る予算を加味

し対前年度 14.1％250 万 6000 円の増としており

ます。 

続いて 10 款 1 項 1 目地方交付税 122 億円でご

ざいます。普通交付税につきましては、対前年度

1.4％、1 億 5000 万円減の 109 億 5000 万円を計

上いたしております。減額の要因としましては、

地方債の償還に係る需要額の減、国勢調査人口等

の置き換えに係る数値急減補正の減等が挙げられ

ます。交付税に依存する当市の歳入構造において

は、今後も国の交付税制度の動向に注意が必要と

なります。 

次に、特別交付税につきましては、令和６年度

特殊財政事情の経費が当初予算計上時点では適切

に試算出来ないため、当初予算では、前年度同額

の 12 億 5000 万円を計上いたしております。 

続いて、11 款 1 項 1 目交通安全対策特別交付

金 375 万 2000 円でありますが、対前年度 5.7％、

22 万 7000 円の減としております。 

予算書は 18 ページになります。 

13 款 1 項 1 目総務使用料、1 節総務管理使用料

988 万 5000 円でありますが、財政課所管分とし

て、市有施設を太陽光発電設備事業者に貸付けし

ております使用料 154 万 7000 円と、庁舎使用料

9000 円を計上いたしております。 

予算書は 26 ページになります。 
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14 款 2 項 4 目商工費国庫補助金 4418 万

7000 円でありますが、財政課所管分として、エ

ネルギー構造高度化・転換理解促進事業費国庫補

助金として 2723 万 6000 円を計上いたしておりま

す。 

予算書は 28 ページになります。 

15 款 1 項 1 目総務費県負担金、権限移譲事務

等市町交付金 225 万 6000 円のうち、財政課所管

分 198 万 8000 円でありますが、過去３カ年の伸

び率の平均から、前年度比較 0.8％、1 万 7000 円

の減を見込んでおります。 

続いて、配付資料は４ページになります。予算

書は 33 ページとなります。 

16 款 1 項 1 目財産貸付収入、1 節土地建物貸付

収入 2958 万 8000 円でありますが、財政課所管分

における市有地貸付におきましては、電柱等敷地

料を除き、賃貸借契約 117 件、貸付料 1385 万

5000 円、建物貸付におきましては賃貸借契約

20 件、貸付料 774 万 5000 円を計上いたしており

ます。 

2 目利子及び配当金、1 節利子 179 万 5000 円の

うち財政課所管分として、今後見込まれる各基金

に係る定期預金利子及び普通預金利子を計上いた

しております。財政調整基金利子 44 万 6000 円、

減債基金利子 16 万 5000 円などであります。 

予算書は 35 ページになります。 

2 節配当金 3､000 円でありますが、株式会社ど

んぶり館、株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ、四国電力株式会社の株式配当金を頭出しで計

上いたしております。 

続いて 2 項 1 目不動産売払収入 1600 万円であ

りますが、法定外公共物等の土地売払収入及び分

譲土地売払収入として計上いたしております。 

続いて 17 款 1 項 1 目一般寄附金でありますが、

頭出しとして 1,000 円を計上いたしております。 

予算書は 36 ページになります。 

18 款 2 項 1 目財政調整基金繰入金 8 億 2658 万

円でありますが、一般会計全体の収支不足額を繰

り入れるもので、対前年度 412 万 6000 円の増と

しております。 

続いて、10 目減債基金繰入金 4 億円でありま

すが、借入金である市債の返済に充当するもので、

対前年度 1 億円の増としております。 

続いて、配付資料は５ページ、予算書は 37 ペ

ージになります。 

34 目公共施設整備基金繰入金 2 億 1230 万円で

ありますが、明浜運動場夜間照明改修工事、惣川

小学校校舎及び屋内運動場外壁等改修工事、蔵貫

地域づくり活動センター改修工事等に充当いたし

ております。 

予算書は 38 ページになります。 

19 款 1 項 1 目繰越金 3 億 460 万円のうち、財

政課所管分 3 億円でありますが、令和５年度の繰

越金見込額を計上いたしております。 

予算書は 40 ページになります。 

20 款 5 項 3 目市町振興協会収入、2 節市町振興

協会交付金 618 万 8000 円でありますが、ハロウ

ィンジャンボ宝くじ収益金のうち、愛媛県から交

付された交付金及び交付金から生ずる受取利息を

財源として交付されるもので、過去５年間の実績

伸び率の平均から、前年度比較 4.1％、26 万

5000 円の減としております。 

4 節地方振興協会基金交付金 876 万 9000 円で

ありますが、サマージャンボ宝くじ収益金におい

て、同協会が愛媛県からの交付金を積み立てる基

金から、本市へ交付するもので、過去５年間の実

績伸び率の平均から前年度比較 1.4％、12 万

5000 円の減を見込んでおります。 

予算書は 41 ページになります。 

4 目雑入、2 節総務費雑入 4572 万 2000 円のう

ち、財政課所管分は 1074 万 8000 円であります。

内訳としましては、貸付建物等に係る電気料

470 万円、水道料 17 万 4000 円、ＣＡＴＶサブセ

ンター電気等使用料 200 万円、災害保険給付

1,000 円、自動車損害給付金 1,000 円、災害共済

負担金 8 万円のほかその他雑入 379 万 2000 円を

計上いたしております。 

予算書は 46 ページになります。 

21 款 1 項 8 目臨時財政対策債 3000 万円であり

ますが、国が公表しています令和６年度地方財政

計画の伸び率は 54.3％の減でありますが、財政

力の低い自治体には、臨時財政対策債の発行可能

額を少なくして、普通交付税の交付額で調整され

ますので、当市においては、過去の発行可能額を

参考として、令和５年度実績額から 45.7％の減

といたしております。 

次に、歳出について御説明いたします。配付資

料は６ページ、事務事業別事業費財源内訳表を御
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覧ください。予算書は 52 ページから 53 ページに

かけてとなります。 

2 款 1 項 3 目財政管理費 6105 万 8000 円であり

ますが、まず財政管理費庶務事業 487 万円であり

ますが、消耗品費、印刷製本費、コピー使用料な

どの事務経費のほか、公会計財務書類作成に係る

経費を計上いたしております。 

次に職員給与費（財政管理費）5618 万 8000 円

でありますが、財政課職員に係る給料、手当、共

済費等を計上いたしております。 

予算書は 54 ページから 57 ページになります。

5 目財産管理費 2 億 7970 万円のうち財政課所管

分といたしまして、庁舎維持管理事業 6678 万円

でありますが、本庁及び各支所庁舎の維持管理に

おいて、光熱水費や修繕料始め電気保安、昇降機、

空調機器などの施設設備点検業務委託経費などを

計上し、対前年度 0.9％、59 万 5000 円の減とい

たしております。 

続いて、公用車維持管理事業 2101 万 7000 円で

ありますが、財政課及び各支所地域生活課が管理

する公用車の維持管理経費として、燃料費、車検

経費、市有バス運行業務委託料などを計上し、対

前年度 11.7％、219 万 5000 円の増額としており

ます。増額の主な理由は、市バスの運用がコロナ

が明けまして通常運用に戻ったことによる市バス

運行業務の回数増でございます。 

続いて、市有財産維持管理事業 4632 万 5000 円

でありますが、土地や本庁舎及び各支所庁舎以外

の建物などの維持管理経費を計上し、対前年度

141.2％、2712 万円の増額となっております。主

な増額内容は、太陽光、地中熱システム導入検討

に伴う検証業務委託料に要する経費でございます。 

続いて損害・災害共済事業（公用車・市有建

物）1884 万 4000 円でありますが、公用車の任意

保険事業及び市有建物等の損害保険事業に関する

もので、現加入状況から計上いたしております。  

続いて消防設備維持管理事業 212 万 8000 円で

ありますが、市有施設を対象に、消防設備保守点

検等で不備を指摘された箇所の修繕に要する経費

を計上するものであります。対前年度 88.7％

100 万円の増額となっております。増額の主な理

由は、消防法に基づく消火器更新本数の増による

ものでございます。 

続いて公共施設等総合管理事業 41 万円であり

ますが、公共施設等の総合管理に係る経費を計上

し、対前年度比 75.7％、127 万 8000 円の減とな

っております。 

続いて契約管理事業 263 万 3000 円であります

が、入札及び契約に係る経費を計上するものでご

ざいます。 

続いて住宅土地活用事業 1454 万 2000 円であり

ますが、土地開発公社から市に帰属した分譲住宅

地を活用し、定期借地権を設定する土地を拡大し

て貸付けを行うとともに、住宅取得時の補助金の

ほか子育て応援金を支給する経費等を計上するも

のでございます。対前年度比 29.8％、615 万

9000 円の減額としております。 

続いて配付資料は７ページになります。予算書

は 55 ページをお開きください。 

会計年度任用職員給与費（庁舎維持管理事業）

2234 万円でありますが、本庁及び支所庁舎の庁

舎清掃等の業務に従事する会計年度任用職員を用

する経費を計上するものでございます。対前年度

20％、372 万 9000 円の増額といたしております。 

続いて会計年度任用職員給与費（庁舎宿直・夜

直事業）2171 万 2000 円でありますが、本庁の宿

直業務及び支所庁舎の夜直業務に要する経費を計

上するものであります。対前年度 14％、266 万

6000 円の増額となっております。 

続いて職員給与費（財産管理費） 6296 万

9000 円でありますが、財政課職員管財係、契約

管理係に係る給料、手当、共済費等を計上いたし

ております。 

続いて企業会計への繰出事業であります。野村

介護老人保健施設事業、西予市民病院事業、野村

病院事業における繰出金でありますが、内容につ

きましてはそれぞれの企業会計所管の委員会で御

審議いただいているところでありますので、予算

額と対前年度の比較のみの説明とさせていただき

ます。 

予算書は 79 ページから 81 ページとなります。 

3 款 1 項 3 目老人福祉費、野村介護老人保健施

設事業会計繰出事業 1 億 1500 万 7000 円でありま

すが、地方公営企業繰出基準に準じた企業債元利

償還金、基礎年金拠出金、児童手当に要する経費

などについて、繰り出すものでございます。 

予算書は 107 ページになります。 

4 款 3 項 1 目病院費 9 億 5133 万円であります
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が、西予市民病院及び野村病院に対し地方公営企

業繰出基準に準じた企業債元利償還金、リハビリ

テーション医療及び高度医療に要する経費などに

ついて、繰り出すものでございます。西予市民病

院事業会計繰出事業 5 億 9164 万 1000 円、野村病

院事業会計繰出事業 3 億 5968 万 9000 円を計上い

たしております。 

続いて配付資料８ページになります。予算書は

196 ページとなります。 

12 款 1 項 1 目元金 40 億 2988 万 6000 円のうち、

財政課所管分 40 億 2744 万 9000 円でありますが、

令和６年度償還予定の元金分を計上するものでご

ざいます。 

続いて 2 目利子 1 億 5607 万 5000 円のうち財政

課所管分 1 億 5572 万 8000円でありますが、令和

６年度償還予定の利子分を計上いたしております。  

公債費と関連します地方債現在高の状況であり

ますが、予算書の 212 ページをお開き願います。

地方債の区分ごとに、令和４年度末現在高、令和

５年度末現在高見込額、令和６年度中の増減見込

額、令和６度末現在の見込額となっております。

最下段の合計欄を御覧ください。令和４年度末現

在高は 400 億 1697 万 1000円、令和５年度末現在

高見込額は 393 億 7919 万 9000 円、令和６年度末

現在高見込額は 388 億 3561 万 3000 円であります。

令和５年度から起債枠設定の調整を進めておりま

して、令和６年度は起債額が償還額を下回る見込

みでございます。したがいまして、令和６年度末

現在高見込額が令和５年度見込額より 5 億

4358 万 6000 円減少する見込みとなっております。

なお、災害復旧事業債、緊急防災・減災事業債、

旧合併特例事業債、辺地対策事業債、過疎対策事

業債、臨時財政対策債など、いずれも普通交付税

算入率が７割を超える財政的に有利な地方債を活

用しているところでございます。 

続いて、予算書は 197 ページから 198 ページに

なります。 

最後になります。13 款 2 項 1 目基金費 8 億

6549 万 1000 円のうち、財政課所管の財政調整基

金をはじめ、合計７基金の預金利子分を積み立て

るものでございます。 

予算書は 198 ページになりますが、14 款予備

費は、緊急時の支出を勘案して 3500 万円を計上

いたしております。 

以上説明とさせていただきます。よろしく御審

議の上、御決定くださいますようお願いいたしま

す。 

○宇都宮委員長 

安岡課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○小玉委員 

合併特例債はなくなるということですよね。確

認ですが６年度で。 

○安岡財政課長 

合併特例事業債につきましては、令和６年度が

最終年度となりまして、そこで終了となるという

予定でございます。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうち財政課所管分につい

て、原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては原案どおり可

決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午前11時44分） 

 

【政策企画部】 

 【まちづくり推進課】 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後０時 58 分） 

これより政策企画部の審査を行います。審査に

先立ちまして政策企画部宇都宮部長より御挨拶を

お願いいたします。 

○宇都宮政策企画部長 

宇都宮政策企画部長が挨拶を行う。 

○宇都宮委員長 

それではこれよりまちづくり推進課の審査を行

います。議案第７号「西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定について」まちづくり推

進課長野課長の説明を求めます。 

○長野まちづくり推進課長 

それでは、議案第７号「西予市生活交通バス条
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例の一部を改正する条例制定について」御説明申

し上げます。 

本議案は、利用状況に合わせて令和６年４月１

日から生活交通バス運行内容の一部を見直すもの

であります。変更案については、関係地域への説

明を行った後、西予市地域公共交通活性化協議会

にて御承認いただいております。内容といたしま

しては、城川地区生活交通バスの運行路線につい

て、これまで岩本吉之沢野村線と、本村杭野村線

の２路線を同じ日にそれぞれ運行しておりました

が、利用者の状況から１路線にまとめるものであ

ります。これにより、本村杭野村線を利用されて

いた方の野村病院への到着が１時間程度早くなり、

帰りの便につきましても同じように１時間早く帰

れるようになりますので、利用者にとってはより

使いやすくなるものと考えております。 

以上、議案第７号「西予市生活交通バス条例の

一部を改正する条例制定について」の御説明とさ

せていただきます。よろしく御審議の上、御決定

くださいますようお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

長野課長の説明が終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○河野委員 

２路線を一つにまとめるということですけれど

も、そんなに利用客が少ないから、一つにまとめ

るということもあるんじゃなかろうかと思います

が、そこら辺の利用人数についてはどうでしょう

か。 

○長野まちづくり推進課長 

詳細な利用人数については、すいません手元に

資料がないんですが、これまで同じ曜日に２路線

を走らせていたのは、１台で利用される方を十分

に運べないという状況がありましたので２路線で

走っておりました。しかし、今の利用状況からい

きますと１台で十分賄えると判断いたしまして、

このたび１路線とさせていただきました。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

以上で質疑を終結いたします。 

お諮りいたします。議案第７号「西予市生活交

通バス条例の一部を改正する条例制定について」

原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午後１時８分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。   （再開 午後１時８分） 

続きまして、同じくまちづくり推進課の審査を

行います。議案第 42 号「令和６年度西予市一般

会計予算」のうちまちづくり推進課所管分を議題

といたします。 

まちづくり推進課長野課長の説明を求めます。 

○長野まちづくり推進課長 

それでは、議案第 42 号「令和６年度西予市一

般会計予算」のうちまちづくり推進課所管分の主

な事務事業と予算またその概要を説明させていた

だきます。西予市一般会計予算書に基づきまして、

歳入歳出予算につきまして、まず、歳出予算から

御説明申し上げます。 

予算書の 60 ページから 62 ページを御覧いただ

いたらと思います。 

2 款総務費、1 項総務管理費、21 目地域づくり

活動センター費を 4 億 2639 万 4000 円とするもの

です。その内訳は、事業概要欄に記載しておりま

す通り 28 の事業、２件の職員給与費を計上して

おります。それでは事業ごとに御説明いたします。 

まず、地域づくり活動センター費庶務事業の

820 万円ですが、地域づくり活動センター運営委

員会委員報酬 321 万 3000 円ほか、地域づくり活

動センター推進計画審議会委員報酬 24 万 6000 円、

修繕費 177 万 5000 円、各センターに設置してお

りますＡＥＤリース料 91 万 7000 円など、地域づ

くり活動センター推進に係る庶務経費となります。 

次に、各センターの管理運営事業ですが、各セ

ンターの維持管理に必要な経費を計上しておりま

す。27 センターの合計は、6921 万 3000 円となり

ます。センター施設の規模により、維持管理経費

には違いがありますが、主に消耗品、燃料費、光

熱水費、消防設備保全点検手数料などとなります。

なお、62 ページにあります蔵貫地域づくり活動

センターにつきましては、外壁改修と屋根の張り

替えが必要となっていることから、工事請負費
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2523 万 4000 円を計上しております。また、経費

財源の一部に公共施設整備基金繰入金 2670 万円、

各地域づくり活動センターの財産収入 29 万

7000 円、使用料 52 万 9000 円、諸収入 316 万

8000 円を充当しております。 

次に、会計年度任用職員給与費 9721 万 3000 円

ですが、各センターのセンター長 27 名及び事務

職員 25 名の人件費となります。 

次に、予算書 71 ページを御覧ください。 

2 款総務費、8 項地域振興費、1 目地域振興費

を 5 億 4713 万 5000 円とするものです。その内訳

は事業概要欄に記載しておりますとおり 10 事業

と職員給与費を計上しております。それでは事業

概要欄の順番に御説明いたします。 

まず、地域振興費庶務事業 66 万 2000 円でござ

いますが、えひめ地域活力創造センター負担金の

ほか、まちづくり推進課所管の地域振興に関わる

各種協議会等への負担金 33 万円のほか、消耗品

費 11 万 3000 円、使用料 18 万 1000 円などであり

ます。 

次に、移住交流促進事業 4358 万 5000 円でござ

いますが、この事業は、市外からの移住促進によ

り持続可能な地域社会を形成することを目的とし

て、一般社団法人西予市移住定住交流センターへ

の移住交流促進事業の委託、また、移住交流促進

協議会の開催、移住フェアなどのイベントへの参

加や実施を行うものであります。令和６年度の主

な事業費といたしましては、移住者住宅改修支援

事業補助金 620 万円、移住支援事業補助金 130 万

円、民間や地域団体が実施するゲストハウスの整

備や移住体験住宅等の整備などを支援する移住交

流促進事業補助金として 950 万円があります。令

和３年度から実施しております移住マッチング事

業ですが、参加していただいた地域づくり組織や

参加者からも大変好評をいただき、これまでの参

加者の中から、実際に移住された方が２名おられ、

令和５年度の参加者からも２名の方が移住される

予定となっており、確かな手応えを感じておりま

す。令和６年度も引き続き実施することとしてお

ります。また、都市部での移住フェアについても、

県内自治体が連携した大規模フェアの実施をはじ

め、今年度以上に積極的に出展することとしてお

り、これら移住交流促進業務を令和６年度も一般

社団法人西予市移住定住交流センターの委託業務

に追加し、委託料 959 万円を計上し、より柔軟な

対応によって移住者及び関係人口の拡大を目指し

てまいります。また、移住定住施策を支える西予

市移住定住交流センターの役割はますます重要と

なってきており、安定したセンター運営を行うた

め運営補助金 1157 万円を計上し、事務局機能と

体制の強化を図ってまいります。また、令和４年

度から愛媛県が南予５市町と連携して、子育て世

代をターゲットとした移住促進応援を行っており、

引き続き令和６年度もその負担金といたしまして

120 万円を計上しております。なお、経費財源の

一部にデジタル田園都市国家構想交付金など国庫

補助金 1087 万 2000 円、移住者住宅改修費等の県

補助金 400 万円と使用料 14 万円、諸収入 94 万

8000 円を充当しております。 

次に、地域おこし協力隊事業 1 億 3063 万

1000 円でございますが、平成 28 年度から取り組

んでおります西予市版田舎で働き隊は、地域づく

り組織等が地域おこし協力隊制度を活用し、地域

住民が主体となって、地域おこし協力隊の活動や

定住を支援し、地域の課題解決や活性化に向けて

活動していただくものです。令和６年度は現役隊

員 20 名に加えまして、新たに 10 名の隊員の受入

れを予定しております。主な予算といたしまして

は、隊員等の報償金 7763 万 8000 円、隊員の活動

支援業務委託料 4969 万 3000 円、地域おこし協力

隊起業支援補助金 300 万円であります。 

次に姉妹市町交流事業 125 万 1000 円でござい

ますが、姉妹市町である北海道黒松内町と両住民

の相互理解や友好の絆を深めることを目的として

行っている交流事業であります。令和５年度にお

きましては旧野村町との姉妹市町交流を始めてか

ら 30 周年を迎え相互の交流が行われました。令

和６年度は黒松内町からは一般の方と中学生が本

市に来市され、西予市の小学生が黒松内町を訪問

する予定となっており、それらに必要な経費を計

上いたしました。 

次に、地域づくり活動センター推進事業 1 億

9494 万 1000 円でございます。事業予算の内訳と

いたしましては、地域づくり組織に対して交付す

る基礎型交付金に 7000 万円、手上げ型交付金に

3000 万円、地域任用職員を雇用する経費といた

しまして 9000 万円を主に計上しましたほか、地

域づくりアドバイザー派遣や令和６年度より地域
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づくり組織等を対象に研修会を開催する予定とし

ておりまして講師謝金 220 万 5000 円、地域づく

り組織の活動を側面から支援する地域担当職員の

時間外勤務手当 249 万円などを計上いたしました。

なお、経費財源には過疎対策事業債ソフト事業分

としまして 7000 万円を基礎型交付金に、地域振

興基金からの繰入金として 1 億 2000 万円を地域

任用職員の人件費相当分 9000 万円と手上げ型交

付金の 3000 万円にそれぞれ充当し、そのほか地

域振興基金利子 44 万 5000 円、そしてふるさと応

援基金繰入金 220 万 5000 円を充当しております。 

次に、二木生地区地域づくり活動センター整備

事業 5889 万 1000 円ですが、現在二木生地域づく

り活動センターは、旧三瓶北公民館を活用してい

ただいており老朽化に伴い、新設が必要となって

おります。また、津波警戒区域に位置しているこ

とから、旧二木生保育園の場所への移転新設を計

画しております。そのため令和６年度において、

解体新設設計委託料 1815 万円、解体工事請負費

3514 万 5000 円などを計上しております。なお、

経費財源には社会資本整備総合交付金 2624 万

2000 円、過疎対策事業債 2240 万円を充当してお

ります。 

次に、地域活動助成事業 320 万円でございます

が、これは一般財団法人自治総合センター及び一

般社団法人地域活性化センターが実施する助成事

業について、広く募集を行ったところ二つの団体

から申請がございましたので予算計上するもので

す。経費財源は、全額において自治総合センター

及び地域活性化センターの助成金を諸収入として

受入れ充当いたします。 

次に、集会施設整備事業 600 万 3000 円でござ

いますが、主な予算は市内の集会所改修事業の補

助金です。経費財源は全額の 600 万 3000 円にふ

るさと納税応援基金を充当しております。 

次に、集会施設移行推進事業 5386 万 9000 円で

ございますが、令和５年４月から地区公民館を地

域づくり活動センターに移行したことにより、公

民館分館が廃止になったことに伴い、公民館分館

等を集会施設へ移行を推進するための支援措置と

いたしまして、分館からの移行に関する整備計画

に基づき、維持管理経費等に対し補助金 455 万

4000 円と、整備計画に基づき令和６年度に施設

整備を行われる区に対する施設整備事業補助金

4906 万円などを計上するものです。なお、経費

財源に過疎対策事業債ソフト事業分としまして

4690 万円を充当しております。 

次に、高齢者活動施設管理事業 21 万 9000 円で

ございますが、城川町野井川地区にあります野井

川高齢者活動促進施設の維持管理に必要な経費を

計上するものです。この施設は地域住民の交流、

生きがいづくりの場として、地域社会の活性化に

寄与する拠点施設となっております。 

次に、予算書 74 ページを御覧ください。 

2 款総務費、8 項地域振興費、3 目生活交通バ

ス対策事業費を 1 億 7067 万 8000 円とするもので

す。その内訳は、事業概要欄に記載しております

とおり８事業でございますので順に御説明いたし

ます。 

まず、地域公共交通確保維持改善事業 1 億

551 万 9000 円でございますが、宇和島自動車が

運行する 17 路線を維持するために生活交通バス

路線維持・確保対策事業補助金 1 億 483 万

1000 円と、市内の公共交通の運行について協議

する地域公共交通活性化協議会の開催に必要な経

費 68 万 8000 円を計上いたしました。 

次に、デマンド乗合タクシー運行事業など各地

域を運行する７事業でございます。市内の公共交

通等空白地域において、通院や買物等の移動手段

として市民の生活交通手段確保のため、デマンド

乗合タクシー、生活交通バス、廃止代替バスなど

を運行する経費であります。なお、経費財源の一

部に生活交通バス路線維持・確保対策事業費県補

助金 184 万円、生活交通バス使用料 133 万

5000 円、諸収入 385 万 6000 円を充当しておりま

す。それぞれの運行事業に地区名が入っておりま

すので、各事業の説明は省略させていただきます。 

続きまして、2 款総務費、8 項地域振興費、

9 目野村ダム周辺地域振興事業費 1096 万 1000 円

とするものです。野村ダム関係交付金活用事業で

ございますが、水源の森保全管理事業、農商工連

携「人・モノ交流」支援事業、それから野村高校

を含めました教育活性化のための野村地域教育活

性化連絡協議会支援事業、それから肱川周辺公園

管理事業、そして総合型スポーツクラブ運営支援

事業などを支援する予定でございます。 

次に 75 ページを御覧ください。 

2 款総務費、9 項企画費、1 目企画管理費 2 億
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839 万 5000 円のうち、まちづくり推進課所管分

は、卯之町はちのじまちづくり事業費の 1 億

2245 万 9000 円です。卯之町はちのじまちづくり

基本構想に基づきまして、ＪＲ卯之町駅前複合施

設ゆるりあんを起点に、卯之町商店街及び重伝建

地区と連携を図りながら、人の交流等を通して官

民連携によるエリアマネジメントを行い、地域経

済の活性化を行ってまいります。令和４年度で整

備事業は全て終了いたしましたので、今後は施設

等の維持管理業務と、イベントの運営業務を行っ

ております。主な予算は官民連携施設整備等委託

料 1 億 2178 万 2000 円、卯之町はちのじまちづく

り整備事業モニタリング支援業務委託料 30 万円

などがあります。なお、経費財源には過疎対策事

業債 5130 万円、財産収入 317 万 8000 円を充当し

ております。 

次に予算書 178 ページから 180 ページになりま

す。 

10 款教育費、5 項社会教育費、8 目生涯学習推

進費 1386 万 5000 円でございます。その内訳は事

業概要欄に記載しておりますとおり 30 事業の経

費を計上しております。それでは、事業概要欄の

事業ごとに御説明いたします。まず生涯学習推進

庶務事業 398 万 5000 円ですが、全市民対象ある

いは各支所単位で実施する生涯学習事業のほか事

業全体としての生涯学習推進に係る庶務的経費を

計上しております。主な事業といたしましては、

全市民を対象としたふるさと学習会、英会話教室

などがあり、明浜町では山あるきんぐ教室、三瓶

町の田植え、稲刈り体験学習、野村町のネイチャ

ークラブ事業がございます。また、社会教育団体

補助金 266 万 8000 円や、人口減少対策に関する

結婚支援施策である異業種交流スキルアップ事業

委託料 60 万円などを計上するものです。なお、

経費財源には国庫補助金 30 万円、県補助金 30 万

円、財産収入 7､000 円、諸収入 4 万円を充当して

おります。 

次に、成人式事業 101 万 9000 円でございます

が、対象者に大人としての自覚と社会的責任を果

たすことを促し、ふるさとを愛する心を育むため

に祝福激励の会を開催するための経費を計上して

おります。なお、経費財源には、ふるさと応援基

金繰入金 101 万 9000 円を充当しております。 

次に、結婚推進委員会補助金 121 万 8000 円で

ございますが、結婚推進委員会は、西予市におけ

る結婚問題を解決するために平成 17 年度に設立

され、結婚相談活動、情報交換会活動、婚活イベ

ントの開催などの推進事業を行い、結婚の成立を

図ることを目的として活動されています。その活

動を支援するための補助金を交付するものです。 

次に 27 の地域づくり活動センターの生涯学習

事業ですが、各センターが行う生涯学習事業に必

要な経費を計上しており、27 センターの合計は

764 万 3000 円となります。各センターでは、社

会教育計画に基づきそれぞれの活動計画を作成し

事業に取り組んでおります。 

次に、180 ページを御覧ください。 

10 款教育費、6 項文化振興費、1 目文化振興総

務費 2426 万 8000 円でございます。その内訳は事

業概要欄に記載しております通り３事業の経費と

職員経費を計上しています。それでは事業ごとに

御説明いたします。 

まず、文化振興総務費庶務事業 343 万円ですが、

主なものといたしましては、西予市文化協会、ふ

るさと芸能祭、俳句大会、文化祭など文化協会補

助金 337 万 3000 円のほか、事業全体としての文

化振興に係る庶務的経費を計上しております。 

次に、奥伊予ふるさと祭補助事業 64 万 4000 円

ですが、城川地域最大のイベントである奥伊予ふ

るさと祭を主催する奥伊予ふるさと祭実行委員会

に対して補助金を交付し、豊かな文化や産業の創

造と発展を図りながら、潤いと活力あるふるさと

づくりを支援するものです。 

次に、文楽保存伝承活動事業 48 万 4000 円です

が、西予市に二つの代表的な朝日文楽、俵津文楽

がありますが、ともに後継者不足が共通の悩みで

あり、担い手確保に苦慮している状況です。両座

は、地域に根差した文化財である文楽を後世に伝

統を継承するため、文楽保存会と小・中学校や高

校と連携し活動することで、郷土愛を育み、後継

者育成を図るもので、講師謝金を計上しておりま

す。 

次に予算書 183 ページを御覧ください。 

10 款教育費、6 項文化振興費、3 目文化施設運

営管理費 1 億 1179 万 1000円のうち、まちづくり

推進課所管分は５事業になりまして 5732 万円で

ございます。それでは事業概要欄の事業ごとに御

説明いたします。 
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まず、宇和文化会館管理運営事業 3543 万

4000 円でございますが、宇和文化会館運営の指

定管理者委託料でございます。次に俵津文楽会館

管理運営事業 38 万 3000 円、三瓶文化会館管理運

営事業 1417 万 9000 円、朝立会館管理運営事業

373 万 1000 円となります。それぞれ文化施設の

維持や管理に関する経費を計上しております。そ

して、会計年度任用職員給与費といたしまして三

瓶文化会館の 359 万 3000 円を計上しております。 

次に予算書の 189 ページを御覧ください。 

10 款教育費、7 項保健体育費、1 目保健体育総

務費 9648 万円でございます。それでは事業概要

欄の事業ごとに御説明いたします。保健体育総務

費庶務事業 598 万 1000 円でございますが、市民

体育祭や駅伝大会などの委託料 55 万 4000 円、県

スポーツ振興会等負担金 11 万円、体育協会等補

助金 492 万 2000 円そのほか事業全体としての保

健体育振興に係る庶務的経費を計上しております。 

次に市スポーツ推進委員活動事業 109 万

1000 円ですが、スポーツ推進委員報酬 74 万

3000 円のほか、県スポーツ推進委員会協議会等

負担金 21 万 8000 円など、スポーツ推進事業の実

施や住民を対象とした実技指導、助言を行うスポ

ーツ推進委員の活動を支援する経費を計上してお

ります。 

次に全国大会出場選手支援事業 152 万円ですが、

個人または団体競技において予選会を経て、全国

大会、国際大会へ出場する選手に対しまして、報

償金または懸垂幕及び横断幕の掲出を交付し、ス

ポーツ選手の支援を行っております。なお、経費

財源にはふるさと応援基金繰入金 152 万円を充当

しております。 

次に、ジュニアスポーツ活動サポート事業

105 万 6000 円ですが、スポーツニーズに応じて、

子どもが継続してスポーツを楽しめる環境を整備

し、活動の活性化と子どもの運動能力の向上を目

指す事業でして、この事業をスポーツクラブに委

託しており、その委託料を計上いたしました。な

お、経費財源にはふるさと応援基金繰入金 105 万

6000 円を充当しております。 

続いて 190 ページを御覧ください。 

10 款教育費、7 項保健体育費、2 目体育施設費

1 億 4220 万円でございます。12 事業５件の職員

給与費でございます。それでは事業概要欄の事業

ごとに御説明いたします。 

体育施設維持管理費 7122 万 6000 円ですが、体

育施設の維持管理にかかる庶務的経費を計上して

いるほか、令和６年度は明浜運動場の夜間照明改

修工事 3227 万 8000 円、狩江地区体育館の内部天

井鉄骨塗装工事 1179 万 9000 円、高川地区グラウ

ンド屋外トイレ改修工事 372 万 1000 円、また宝

泉坊プールウォータースライダー解体撤収工事

768 万 9000 円など工事請負費 5548 万 7000 円を

計上しております。なお経費財源には、公共施設

整備基金繰入金 5540 万円、財産収入 3 万 4000 円、

各施設の使用料 170 万 6000 円、諸収入 13 万

4000 円を充当しております。 

次に、宇和運動公園管理運営事業 1611 万

8000 円、市民憩の家管理運営事業 30 万 6000 円、

宇和球場管理運営事業 289 万 8000 円、野村運動

公園管理運営事業 270 万 8000 円、野村プール管

理運営事業 127 万 1000 円、城川運動公園管理運

営事業 226 万 1000 円、三瓶体育館管理運営事業

269 万 3000 円、三瓶武道館管理運営事業 19 万

8000 円、三瓶庭球場管理運営事業 9 万 9000 円、

三瓶南グラウンド管理運営事業 45 万 1000 円、乙

亥会館管理運営事業 992 万 4000 円となります。

それぞれ各施設の維持管理に必要な経費を計上し

ており、経費財源には、財産収入、各施設使用料、

諸収入を充当しております。なお、野村運動公園

管理運営事業につきましては、令和６年度は野村

球場の内野整備工事 107 万 1000 円を予定してお

ります。経費財源には公共施設整備基金繰入金

100 万円を充当いたします。 

次に、会計年度任用職員給与費ですが、野村プ

ール、乙亥会館、宇和運動公園及び城川総合運動

公園の管理運営に従事する会計年度任用職員の経

費を合計で 2762 万円を計上しております。 

次に、予算書 197 ページを御覧ください。 

13 款諸支出金、2 項基金費、1 目基金費 8 億

6549 万 1000 円予算計上されているもののうち、

当課所管分につきましては、事業概要欄に記載し

ております体育施設整備基金 1 万円、研修基金事

業 1,000 円でございます。予算は基金の利息を積

み立てるものでございます。 

それでは続いて、歳入予算について御説明させ

ていただきます。なお歳出において充当の説明の

中で重複する部分もありますので、簡潔に説明さ
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せていただきます。 

予算書 18 ページを御覧ください。 

13 款使用料及び手数料、1 項使用料、1 目総務

使用料 1136 万円のうち、まちづくり推進課所管

分は、1 節総務管理使用料 988 万 5000 円のうち、

各地域づくり活動センターの使用料合計で、

52 万 9000 円、また、3 節地域振興使用料におき

まして、生活交通バス使用料として運賃収入

133 万 5000 円と移住交流体験施設の使用料 14 万

円の合計 147 万 5000 円でございます。 

続いて、20 ページを御覧いただいたらと思い

ます。 

13 款使用料及び手数料、1 項使用料、7 目教育

使用料 953 万 9000 円のうち、まちづくり推進課

所管分は、4 節保健体育使用料 578 万 8000 円。 

予算書は 22 ページになりますが、5 節文化振

興使用料のうち、三瓶文化会館使用料 60 万円、

朝立会館使用料 5 万円でございます。 

29 ページを御覧ください。 

15 款県支出金、2 項県補助金、1 目総務費県補

助金 3395 万 1000 円のうち、まちづくり推進課所

管分は 584 万円になります。内訳といたしまして

は、2 節地域振興費県補助金のうち、説明欄にご

ざいます生活交通バス路線維持・確保対策事業費

県補助金 184 万円、移住支援事業費県補助金

90 万円、移住者住宅改修支援事業における県補

助金 310 万円でございます。 

予算書 33 ページを御覧ください。 

16 款財産収入、1 項財産運用収入、1 目財産貸

付収入予算額 6078 万 7000円のうち、当課所管分

は、市有地貸付金 69 万 5000 円、市有建物貸付料

317 万 8000 円になります。各地域づくり活動セ

ンター及び体育施設に設置されております自動販

売機の市有地貸付料と卯之町駅前複合施設ゆるり

あんにございます宇和郵便局に対する建物貸付料

になります。同じく 2 目利子及び配当金の基金利

子につきましては、予算書は 34 ページになりま

す。研修基金の利子でございます。 

次に 35 ページを御覧ください。 

16 款財産収入、2 項財産売払収入、2 目物品売

払収入、1 節物品売払収入 66 万円のうち、まち

づくり推進課所管分は 12 万 8000 円でございます。

これは記念誌等の売上あと出版物の売上収入で各

事業の運営費に充当いたしております。 

次に 36 ページを御覧ください。 

17 款寄附金、1 項寄附金、7 目教育費寄附金、

1 節教育総務費寄附金 2 万円でございますが、宇

和文化会館管理運営事業に充当いたしております。 

予算書の 41 ページを御覧ください。 

20 款諸収入、5 項雑入、4 目雑入の 2 節総務費

雑入 4572 万 2000 円のうち、当課に該当いたしま

すものは説明欄にございますコピー使用料、印刷

使用料、電話使用料、電気代など、各地域づくり

活動センターの諸収入で合計が 846 万 5000 円で

ございます。また、地域公共交通確保維持改善事

業費補助金 385 万 6000 円でございますが、地域

公共交通確保維持改善事業費補助金が国の制度改

正があり、国から西予市地域公共交通活性化協議

会を通して、交付されることとなりましたため、

地域交通活性化協議会から補助金を諸収入で市の

ほうは受け入れるものでございます。また自治総

合センター助成金 170 万円、地域活性化センター

助成金 150 万円でございますが地域活動助成事業

に対するそれぞれのセンターからの助成金となり

ます。 

次に、予算書 43 ページから 44 ページにかけて

になります。 

10 節教育費雑入 1264 万 8000 円のうち、当課

所管分は、説明欄にございます三瓶文化会館のＣ

ＡＴＶサブセンター電気使用料 224 万円のほか、

印刷料、電話使用料、電気代、水道代、看板移転

補償費等で合計 423 万 6000 円を計上しそれぞれ

の事業に充当いたしております。 

続いて、予算書の 44 ページを御覧いただいた

らと思います。 

21 款市債、1 項市債、1 目総務債につきまして

は、当課所管分は地域振興債、企画債となります

が、歳出で説明させていただきましたとおり、各

事業に充当いたします市債でありますので説明を

省略させていただきます。 

以上まちづくり推進課所管分の令和６年度一般

会計予算の説明とさせていただきます。よろしく

御審議の上、御決定くださいますようお願い申し

上げます。 

○宇都宮委員長 

長野課長の説明終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 
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○竹﨑委員 

60 ページの地域づくり活動センター庶務事業

の説明だったと思うんですが、規模により違いが

あるという説明の中で、備品の確認をちょっとし

たいのは、今現在例えば、旧東公民館、文化会館

の教育委員会内に自治センターがあって、隣の地

域活動センターと協力関係ですごく活性化してお

るんですこれは間違いない。朝ラジオ体操行って、

そのあと行ってもどっちも頑張っとるなと。ある

ときちょっとたくさん印刷があったんで、紙代払

ってお願いしたら出来よったのに、今度行ってみ

たら、印刷機が消えとるんですよ。そして、さっ

き見たら 41 ページのところに間違いなく、印刷

機代っていうことで 100 何万入っとるわけです。

41 ページやったと思う。総務費の雑入の中で、

印刷機使用料 100 万 1000 円、これを見たときに、

あれっと。ということは、言わば東地区というこ

とは 10 の旧分館がある。比較的大きいエリアで

す。そこに、印刷機がなくなったって聞いたんで

びっくりしたんですが、これどういうことでしょ

うか。つまり地域から例えば、ある意味で、大き

な印刷を頼んだりすることはあると思うんです。

行政区から、そういうときなんかにも頼りは自治

センターだと思ったので、あれっと思ってちょっ

とびっくりしたので、１番最初の頃だからちゃん

と記録をとって、しよったんやけど、それちょっ

と説明いただけたらありがたいです。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後１時 54 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後１時 59 分） 

○長野まちづくり推進課長 

ただいまの三瓶地域づくり活動センターの印刷

機が、今現在なくなっているという事情につきま

しては、詳細についてこちらでも把握してない部

分がありますので、後ほど回答させていただきた

いと思います。 

○河野委員 

71 ページ地域振興費の中の移住交流促進事業、

移住交流の住宅整備を 620 万円ぐらいですると言

われたと思うんですが、これ１戸でしょうか。ま

た整備する地区名等を教えていただいたらいいの

と、まずそれをお伺いします。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午後２時１分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。   （再開 午後２時２分） 

○長野まちづくり推進課長 

現在予定では２件を予定しております。 

○河野委員 

２件地区名分かりますか。 

○長野まちづくり推進課長 

この事業は利用される方の申請によって行いま

すので場所等は未定でございます。 

○河野委員 

そのときのゲストハウスも 950 万円言われたん

ですけどこれも申請されてからの箇所になるんで

しょうか。 

○長野まちづくり推進課長 

ゲストハウス等につきましても、現在４件を予

定しているところですが、事前にお話を伺ってい

るところが野村で１件ございます。そのほかあと

残り３件を予定しております。 

○信宮副委員長 

予算書の 75 ページの卯之町はちのじまちづく

りの推進事業 1 億 2245 万 9000 円についてですけ

れども、聞き逃しとった点もあるかもしれません

けれども、これは一旦全て西予まちづくりサービ

スに支出するということでしょうか。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午後２時４分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。   （再開 午後２時４分） 

○長野まちづくり推進課長 

議員おっしゃるとおり全て、お支払いするもの

でございます。 

○信宮副委員長 

西予まちづくりサービスがＰＦＩ事業として選

定されまして、まちづくり運営されとるわけだと

思うんですけれども、最近はラソンブレがソフト

事業主にやられて、ラソンブレはよく活動しよる

ように思うんですけど、まちづくりサービスの方

を見ることが本当にないように思うんですよ。ま

ちづくりサービスの瓦版も以前からずっとつくら

れよったけれども、さっき見てみたら 2022 年を

最後に瓦版を発行されてないようですし、そのあ

とはラソンブレが同じようなことをやられるんで

はないかと思うんですけれど、まちづくりサービ
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スとも行政と緊密に連携をとってやられるのかど

うかちょっとお伺いしたいと思います。 

○長野まちづくり推進課長 

ただいまの御質問に関しましては、安田補佐か

らお答え申し上げます。 

○安田まちづくり推進推進課長補佐 

今ほどの御質問に対しましてお答えをいたしま

す。現在、ラソンブレがまちづくりサービスの中

の関連事業者になって、まちづくりサービスのほ

うから、どちらかというと費用を払ってラソンブ

レで、ソフト事業を進めておりますので、こうい

ったイベントとか、そういったところで見えてく

るのがほぼラソンブレになってしまいます。また、

月に１回連携会議をして、そこにはまちづくりサ

ービスの社長も来ておりますし、ラソンブレの社

長も来ておりますので、そこで、情報共有などを

行っている次第でございます。 

○信宮副委員長 

駅前複合施設ゆるりあんが出来てその中にチャ

レンジショップということで店舗が入られておる

んですけれども、これチャレンジショップという

ことで当初５年間ということだったんですけれど

も、もうそろそろ５年はたちませんけれども、５

年たってよそに移られる店舗があるのか、考えて

いる方もいらっしゃると思いますし、出ていかれ

たら当然空き店舗になりますので、そのあとの入

る状況、現在でも４月ですかねオープン予定でカ

フェ１件、工事をされておるようなんですけれど

も、その辺り把握されとったら教えていただきた

いと思います。 

○長野まちづくり推進課長 

今現在入っていらっしゃるところに今後どうさ

れるのかという意向調査といいますか、お聞きい

ただいて、そのまま継続で事業を進めたいと、今

現在思っていらっしゃるところが２件あると伺っ

ております。そのほかのところにつきましては、

今現在まだ思案中ということで、残るのであれば、

そのまま継続して、もしくは商店街の中のどこか

で店舗が開けばというお考えをお持ちであると伺

っております。 

○信宮副委員長 

そしたら５年たっても、残る意向があればそこ

で営業ができるということですか。 

○長野まちづくり推進課長 

チャレンジショップですので、最初の５年間は

家賃等を低くして使用していただいておりますの

で、５年を過ぎましたら、また家賃等の見直しを

させていただいて、継続を決めていただけるかな

と考えております。 

○竹﨑委員 

74 ページの事業概要のところです。生活交通

バスの大きいジャンルの中の１番上、これは

17 路線という説明だったので宇和島バスのこと

で間違いないですね。そしたら、そこで現在のこ

の路線を維持するために多額の金額は拠出されと

るわけなんですが、実際に昼間私たちが、三瓶の

ほうで、バスを見てもほとんどがらがらです。朝

晩は時々人影を見る程度で、この状況でしかも、

御存じのように、西予市民病院側へは５便、八幡

浜側へ 15、6 便あるわけです。ですからどうして

も生徒のほうのいろんな西予市の中の高校へとい

うことを考えても、どうしたって無理がある。つ

まりどうして八幡浜へ流れるわけです。病院の利

用にしても、独居老人の方や移動の足のない方か

らしてみたらどうしても八幡浜市立病院ばっかり

目指すわけです。大概私何回もこれ言いよります。

路線バスの見直しは難しいのは分かってますが、

どういう働きかけをされとるのか。つまり、本当

の西予は一つという発想からいうと、きちんと西

予市民病院側に足が向くよう、そしてまた、三瓶

側からいうと、もし野村病院へということになっ

たとき今度、行き帰りが大変難しい。そういう意

味でも、路線バスの見直しをひっくるめて、少し

考えがあるのかないのか。その辺の様子を聞かし

てください。 

○長野まちづくり推進課長 

三瓶から八幡浜の路線につきましては、三瓶町

の方だけではなくて、八幡浜市の住民の方も利用

されている関係もありまして、どうしても三瓶か

ら八幡浜の途中で八幡浜市の方が利用されるケー

スもありましてどちらかというと八幡浜の方が利

用されるケースのほうが多いと伺っておりますの

で、宇和島自動車としましても、その路線の分を

西予市民病院のほうに向けての路線に切替えって

いうのはなかなか難しい話だと伺っております。 

また、路線を多くするということになりますと、

運転手も必要になってきます。今現在運転手不足

がかなり言われてますし、今後の労働環境も厳し
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くなってきますので、今の段階では以前から御相

談をさせていただいておりますが、宇和島バスと

しては、西予市民病院のほうの路線を増やすこと

は、現段階では難しいというふうに伺っておりま

す。 

○竹﨑委員 

もし可能であるならば、その分析を教えてくだ

さい。具体的な。私たち側から見ると三瓶へ八幡

浜からバスに乗ってやってくるということは、一

般的に考えにくい状況です。つまり、勤務先があ

るわけでもない。例えば有名なショッピングセン

ターとか、つまり買物に来る理由もないにもかか

わらず、三瓶町民は逆に言うと八幡浜へ買い物へ

出ることが多いんですよ。にもかかわらず八幡浜

のほうが利用度が多いという根拠は分からない。

実数をきちっと宇和島バスに頼んで出してもらっ

て見せてください。お願いしておきます。 

○長野まちづくり推進課長 

すいません説明がちょっとまずかったようで、

三瓶発のバスに八幡浜市民病院まで行くまでの間

に八幡浜市の方が乗られるという意味です。八幡

浜から三瓶にこられるんではなくて、三瓶発のバ

スに八幡浜市内の方も乗られて八幡浜の市民病院

まで行かれているケースが多いのでという、どう

しても路線数が多くなっているという状況になっ

ております。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後２時 14 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 19 分） 

○竹﨑委員 

今現在の宇和島自動車ですね、ここの、利用者

の現状を路線ごとにできれば、宇和島自動車にお

願いして、実態を把握していただきたい。そのこ

とについてお願いしたいと思います。 

○長野まちづくり推進課長 

できる限りそういった要望させていただきまし

て宇和島自動車に確認をさせていただけたらと思

います。 

○河野委員 

190 ページ体育施設費の中で、維持管理事業で

高川の宝泉坊プールのことがあったと、ウォータ

ースライダーの撤去という話だったんですが、プ

ール自体は存続するんでしょうか。 

○長野まちづくり推進課長 

宝泉坊プールにつきましては、ウォータースラ

イダーの修繕箇所が大きくなっておりまして、か

なりの修繕費が必要となっておりました。そのた

め、地域の方々にも、御意見をお伺いいたしまし

て、宝泉坊プールに関しましては、今後廃止の方

向で進めさせていただくよう御理解をいただいた

ところです。その際にウォータースライダーが危

険なものであるということですので、早急に撤去

してほしいというお話もございましたので、今回

撤去工事費を計上させていただいているところで

す。 

○河野委員 

さし向きはウォータースライダーを撤去する。

何年かしたらプールも撤去するという意味でしょ

うか。 

○長野まちづくり推進課長 

プールに関しましても、今後使用しないという

方向になっております。 

○河野委員 

今の体育施設費の中で、野村運動公園の事業が

あったと思います。内野の整備をするということ

で、高校生との意見交換の中にもあったように内

野の整備もですけれども、スコアボードの整備も

入れてほしいなと思うんですがそこら辺どうでし

ょうか。 

○長野まちづくり推進課長 

野村球場におきまして、高校生の方からそうい

った御要望があるのはお伺いしております。こち

らのほうにつきましては、西予市の整備計画全て

の体育施設の整備計画に基づいて実施を行いたい

と思っておりまして、使用頻度でありましたり、

スコアボードの必要性といったところも含めて、

修繕については検討させていただきたいと思いま

す。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○長野まちづくり推進課長 

先ほど御説明させていただきました中で、集会

施設移行推進事業の中で、過疎債のソフト事業と

申し上げましたが、正しくはハード事業です。訂

正しておわび申し上げます。 

○宇都宮委員長 
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それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうちまちづくり推進課所

管分について、原案に賛成の委員の挙手を求めま

す。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。 （休憩 午後２時24分） 

 

【政策推進課】 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 35 分） 

これより政策推進課の審査を行います。 

議案第６号「西予市行政手続における特定の個

人を識別識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を

改正する条例制定について」を議題といたします。 

政策推進課原井川課長の説明を求めます。 

○原井川政策推進課長 

それでは議案第６号になります。議案書では

16 ページになろうかと思いますがよろしくお願

いします。 

議案第６号「西予市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正

する条例制定について」御説明申し上げます。 

本条例は、マイナンバーの独自利用や市の内部

における庁内連携によりマイナンバーを利用する

社会保障、税、災害対策等に関する事務を定める

ことにより、各種申請等における添付書類の省略

など市民サービスの向上を図ることを目的として

定めているものでございます。 

今回、マイナンバーの利用範囲を拡大すること

を目的として、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（以下

「番号法」）ということで省略をさせていただき

ますが、番号法の一部が改正されたことに伴い関

係条文を整理するため本条例の一部を改正するも

のでございます。 

主な概要といたしましては、番号法の一部改正

により社会保障制度、税制及び災害対策以外の行

政事務においても、マイナンバーの利用が図られ

ることとなり、具体的には、理容師、美容師、小

型船舶操縦士及び建築士等の国家資格等、自動車

登録、在留資格に係る許可等の事務において、マ

イナンバーを利用することで、各種事務手続にお

ける添付書類の省略等が新たに可能となります。 

また、このマイナンバーの利用に係る行政機関

等の間での情報連携において、提供対象となる情

報をこれまで法別表第２として定められておりま

したが、番号法の一部改正により法別表第２が削

除され、主務省令で定めることによる情報連携を

可能とする仕組みに改められ、関連する本条例の

一部を改正するものでございます。さらに、議案

第 28 号で提案いたします西予市母子父子家庭等

福祉手当支給条例の廃止にあわせて規定の整理を

行うものでございます。 

以上よろしく御審議の上、御決定くださいます

ようお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

原井川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

ないようでございますので、以上で質疑を終結

といたします。 

お諮りいたします。議案第６号「西予市行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関す

る条例の一部を改正する条例制定について」原案

に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後２時 39 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 40 分） 

続きまして、同じく政策推進課の審査を行いま

す。議案第 30 号「第２次西予市総合計画基本構

想の変更について」を議題といたします。 

原井川課長の説明を求めます。 

○原井川政策推進課長 

続きまして、議案第 30 号「第２次西予市総合

計画基本構想の変更について」御説明申し上げま
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す。議案書は 71 ページからになろうかと思いま

す。 

西予市は、平成 28 年４月に「変革、それこそ

夢と希望を叶える唯一の全てである」をテーマに

市の最上位計画である第２次西予市総合計画を策

定し、基本構想には、10 年後である 2025 年の市

の目指す姿が描かれております。現在この目指す

姿に近づけるべく、地域づくり活動センターの運

用、支所等の組織再編、人口減少・少子化対策の

強化、市立病院等の経営改革といった新たな挑戦

を行っているところでございます。 

一方、豪雨災害からの復旧復興や近年の新型コ

ロナウイルス対策、物価高騰といった突発的対策

や政策制約により、政策の停滞時期が発生し、進

捗に遅れが生じているものもございます。これら

の状況を踏まえ、新たな挑戦の効果を見定め、進

捗の遅れを取戻し、政策遂行する期間として、第

２次西予市総合計画基本構想の計画期間を２年延

長する変更を行うものでございます。 

基本構想の主な変更点といたしましては、本市

の目指す姿を 2025 年から２年後の 2027 年とする

ことに加え、人口推計や産業構造などのデータに

ついて、直近の数値に更新する最小限の変更とな

っており、基本理念や未来の姿は変更いたしませ

ん。具体的には、新旧対照表を使用して御説明申

し上げます。 

72 ページ新旧対照表を御覧いただいたらと思

います。右側が変更前、現在の計画、左側が変更

後の計画となっております。新旧対照表１ページ

目でございますが、総合計画の構成を示す図とな

っております。政策項目を、仕事づくり、人づく

り、まちづくり、行財政の４つに分類を新しくし

ております。現在こうなっておるということもあ

りまして、こういうふうに修正をさせていただき

ます。 

続きまして新旧対照表の２ページから５ページ

については、現在の人口状況を反映した更新を行

っております。人口の低位、中位、高位推計につ

きましては、５年ごとの数値としております。前

回の変更時には、 2020 年の人口が未確定で

2019 年 12 月末の人口を参考値としておりました

こちらを 2020 年の実数とし、2025 年以降を再計

算し更新をしております。 

６ページ以降でございますが、国勢調査結果や、

地域経済分析システムＲＥＳＡＳ等を用いて、直

近の数値を用いた表やグラフに更新、また一部見

やすいグラフ等に変更もしております。 

13 ページ以降につきましては、今回の２年延

長に伴いまして、10 年後、12 年後に、2025 年を

2027 年にそれぞれ２年先へ変更をしております。 

なお、今回のデータ更新の根拠資料等について

は、改訂版においては注釈にて記載をさせていた

だいております。これら基本構想の変更につきま

して、西予市総合計画策定条例第４条の規定によ

り、審議会の諮問を行い答申をいただいているも

ので、このたび同第５条の規定により議会の議決

を求めるものでございます。 

以上よろしく御審議の上、御決定くださいます

ようお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

原井川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○小玉委員 

人口減少がこれを想定したときにも早く進んで

いるというか、高齢化になっているということで、

２年先送りになるんですか。 

○原井川政策推進課長 

人口については、今小玉委員がおっしゃられる

とおり、想定よりも早く進んでいる面もございま

す。2025 年の人口を約 3 万 5000 人ということで、

想定をしておりましたが、たしか私の記憶では昨

年の末に 3 万 5000 人を切ったというふうなこと

がございますので、そういったところでは少し早

く進んでいる面もあると思いますが、２年延長さ

せていただいて先ほど申したような理由において、

２年延長させていただくんですけども、その間に

も当然様々な政策を進めまして、そういった遅れ

ている、あるいはその人口減少を食い止める、緩

やかにするというようなことにつながるようなこ

とを続けていきたいと考えております。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 30 号「第２次西予

市総合計画基本構想の変更について」原案に賛成
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の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては原案どおり可

決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後２時 47 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 48 分） 

それでは同じく政策推進課の審査を行います。 

議案第 31 号「西予市過疎地域持続的発展計画

の変更について」を議題といたします。 

原井川課長の説明を求めます。 

○原井川政策推進課長 

それでは続きまして、議案第 31 号「西予市過

疎地域持続的発展計画の変更について」御説明を

申し上げます。議案書では 91 ページからになろ

うかと思いますよろしくお願いします。 

国では、過疎地域への対策として昭和 45 年度

に過疎地域対策緊急措置法が制定されて以降、５

次にわたる時限立法措置により、今日まで産業の

基盤整備、生活環境整備等を初め、医療介護福祉

の確保、文化教育の振興など過疎地域の自立に向

けた総合的な施策が講じられ、地域社会の活性化

が図られてまいりました。本市におきましても、

法に基づき令和３年度に令和７年度までの５カ年

の過疎地域持続的発展市町村計画を策定し、過疎

対策事業債を始めとする過疎地域の持続的発展の

ため、財政上の特別措置を活用しているところで

ございます。 

それでは議案書 92 ページ新旧対照表になりま

すが御確認ください。西予市においては、これま

で地域づくり活動の拠点として利用されてきた公

民館を令和５年４月に地域づくり活動センターへ

移行したことに伴い、公民館条例を廃止し、同時

に公民館分館も廃止となっております。この旧公

民館分館の施設利活用については、地域で検討の

上集会施設として活用することとなったことから、

必要とされる修繕や解体、建築等を実施するため、

集会施設移行推進事業を追加いたしました。これ

により、住民が主体的に施設管理運営を行い、安

全に利用できる環境整備を目的とした補助制度を

設け、地域コミュニティー活動を推進することと

しております。 

西予市過疎地域持続的発展計画の最終年度が令

和７年度までであることから、期間内に整備する

６施設を追加で記載しております。具体的には、

令和６年度に三瓶町５区、和泉、鴫山の３施設、

令和７年度に２区、蔵貫、長早の３施設の事業を

予定しております。この集会施設移行推進事業の

追加に伴う本計画の変更について、過疎地域の持

続的発展の支援に関する特別措置法第８条の規定

により議会の議決をお願いするものであります。 

以上よろしく御審議の上、御決定くださいます

ようお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

原井川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

質疑ないようでございますので、以上で質疑を

終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 31 号「西予市過疎

地域持続的発展計画の変更について」原案に賛成

の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後２時 52 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 52 分） 

同じく政策推進課の審査を行います。 

議案第 32 号「辺地に係る公共的施設総合整備

計画の変更について」を議題といたします。 

原井川課長の説明を求めます。 

○原井川政策推進課長 

それでは、議案第 32 号「辺地に係る公共的施

設総合整備計画の変更について」御説明申し上げ

ます。議案書の 93 ページになろうかと思います

よろしくお願いします。 

西予市では、辺地とその他の地域との間におけ

る住民の生活文化水準の著しい格差の是正を図る

ため、辺地に係る公共的施設の総合整備のための

財政上の特別措置等に関する法律に基づき、辺地

に係る公共的施設総合整備計画を策定し、公共施

設の総合的かつ計画的な整備を推進しております。 

辺地とは、交通条件及び自然的、経済的、文化
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的諸条件に恵まれず、他の地域と比較して住民の

生活文化水準が著しく低い山間地、離島、その他

の辺ぴな地域と定義されており、西予市では、令

和６年１月末現在 18 地域が辺地の要件に該当し

ております。 

辺地に係る公共的施設総合整備計画に基づいて

行う整備につきましては、その財源として辺地対

策事業債を充当することができ、その充当率は原

則 100％で、後年度の元利償還金の 80％が地方交

付税の基準財政需要額に算入されます。 

御手元に配付しました図面は、市の辺地計画の

状況を地図に落としたもので、青枠で示したもの

が変更する遊子谷辺地、そして遊子谷において計

画期間中に実施する事業でございます。 

議案書の 95 ページを御覧ください。総合整備

計画書において、アンダーラインを引いている部

分が変更箇所でございます。道路の事業費増額と

林道の事業追加による変更となります。このたび

道路については、市道平岩柳沢線改良事業及び市

道平岩線改良事業において必要な施工が追加され

たことにより、事業費が増加いたしております。

また林道については、当地域の林道網が未整備で

あるため地域林道の動脈となる森林管理道を開設

することで、森林施業の合理的経営と資源の有効

活用を図ることを目的に、実施する林道泉川柳沢

線開設事業を追加いたしました。 

以上のことに伴いまして、辺地に係る公共的施

設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す

る法律第３条の規定により議会の議決をお願いす

るものでございます。 

以上よろしく御審議の上、御決定くださいます

ようお願い申し上げます。 

○宇都宮委員長 

原井川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○河野委員 

94 ページ 95 ページ道路ダブってるんですが、

別の道路ですか。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後２時 57 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後２時 59 分） 

○原井川政策推進課長 

道路につきましては、先ほど説明した市道平岩

柳沢線、市道平岩線の２路線ということで変更は

ございません。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

では以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 32 号「辺地に係る

公共的施設総合整備計画の変更について」原案に

賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後３時 00 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後３時 00 分） 

それでは同じく政策推進課の審査を行います。 

議案第 42 号「令和６年度西予市一般会計予

算」のうち政策推進課所管分を議題といたします。 

原井川課長の説明を求めます。 

○原井川政策推進課長 

それでは議案第 42 号「令和６年度西予市一般

会計予算」のうち政策推進課所管分の主な事務事

業と予算またその概要につきまして御説明させて

いただきます。歳入歳出予算につきまして、歳出

予算から御説明させていただきます。 

予算書 52 ページをお開き願います。 

2 款総務費、1 項総務管理費、2 目文書広報費

のうち政策推進課所管分は、広報広聴推進事業

1267 万 3000 円でございます。広報広聴推進事業

は、広報「せいよ」作成、行政情報番組の制作及

び放送、市ホームページの保守また、令和５年度

から導入しておりますＬＩＮＥの保守に係る経費

となります。主な予算としましては、需用費のう

ち印刷製本費の 775 万 7000 円については、毎月

発行し、市内全戸へ配布している広報「せいよ」

の発行に関するものでございます。委託料の映像

制作委託料 213 万 9000 円につきましては、西予

ＣＡＴＶで放送しております行政情報番組の制作

及び放映に係る委託料となっております。使用料

250 万 2000 円の主なものはＬＩＮＥシステム使

用料として 92 万 4000 円、市ホームページのシス
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テム使用料 123 万 5000 円となっております。な

お、経費財源の一部に広報「せいよ」友の会の年

会費及び広報「せいよ」とホームページの広告掲

載料を充当しております。 

予算書 58 ページをお開き願います。 

2 款総務費、1 項総務管理費、11 目情報推進事

業費のうち情報システム管理運用事業 3 億 251 万

2000 円は、行政事務の基幹システムであります

総合行政システムや戸籍システム等各業務システ

ム及び西予市の本庁支所出先機関等を結んでおり

ます地域公共ネットワークシステムと各システム

を稼働させる機器の保守を適切に実施することに

より、安定稼働を図るものでございます。また、

法改正等に対応するための各業務システムの改修

や新規システムの導入及び更新のほか、情報機器

の導入なども本事業において実施しております。

その内訳の主なものといたしましては、システム

開発・導入委託料 1820 万 5000 円、情報機器保守

点検委託料 3685 万円、情報システムリース料

6465 万 4000 円、システム使用料 1 億 6877 万

4000 円のうち 1 億 4917 万 8000 円、県・市町Ｄ

Ｘ推進会議共同事業負担金 177 万 1000 円、地方

公共団体情報システム機構負担金 704 万円などで

あります。なお、経費財源の一部に番号制度事業

交付金などの国からの交付金 615 万 2000 円、住

基及び戸籍の証明書等の手数料 1224 万円などを

充当しております。 

同じく 11 目情報推進事業費のうちＣＡＴＶ整

備事業 3497 万 3000 円は、令和５年度から７年度

に継続費を設定しているＣＡＴＶ惣川サブセンタ

ー整備工事に係る放送通信機器の更新に伴う工事

請負費及び施工管理業務委託料でございます。事

業費の主な内訳といたしましては、測量・設計・

監理委託料 128 万円、工事請負費 3369 万 3000 円

であります。なお、経費財源の一部に市債、過疎

対策事業債ですが 3140 万円を充当しております。 

関連がございますので予算書 208 ページをお開

きお願いします。継続費についてでございます。

継続費についての事業の進捗状況等に関する調査

でございますが、2 款総務費、1 項総務管理費の

ＣＡＴＶ整備事業惣川サブセンターにつきまして

は、令和５年度予算におきまして継続費を設定し、

令和５年度に設計委託 405 万 5000 円、令和６年

度に整備工事及び監理委託 3497 万 3000 円、最終

の令和７年度に整備工事及び監理委託 8197 万

2000 円、予算総額 1 億 2100 万円としておりまし

て、令和７年５月末に完成する予定でございます。 

予算書 58 ページにお戻りいただいたらと思い

ます。同じく 11 目情報推進事業費のうち、光伝

送路維持管理事業 4879 万円でございますが、こ

の事業は、市内全域に整備された光ケーブルの維

持管理を行うものでございます。その内訳の主な

ものといたしましては、光ケーブルの移設張替等

の修繕料 2800 万円、ケーブル共架使用料 1545 万

7000 円、電柱用地借上料 500 万円などでござい

ます。なお、経費財源の一部に、情報基盤施設貸

付料 3119 万 9000 円、移転補償費 400 万円を充当

しております。 

予算書 59 ページをお開き願います。 

20 目復興推進費、復興支援事業 503 万 1000 円

となります。復興支援事業 503 万 1000 円でござ

いますが、平成 30 年７月豪雨災害からの復興に

関する予算として、災害から学ぶパッケージ学習

の報償金、今年度末に一部が完成する肱川河川沿

い復興公園の維持管理費用や全体の完成に向けて

の準備を引き続き進めるためのワークショップ開

催に関する費用などを計上させていただいており

ます。主な予算の内訳といたしましては、災害か

ら学ぶパッケージ学習報償金 26 万 7000 円、肱川

河川沿い復興公園管理委託料 100 万円、ワークシ

ョップ運営支援委託料 132 万 9000 円となってお

ります。なお、経費財源としてふるさと応援基金

繰入金 436 万 7000 円、都市構造再編集中支援事

業費国庫補助金 66 万 4000 円を充当しております。 

次に予算書 69 ページをお開き願います。 

2 款総務費、5 項統計調査費、2 目指定統計調

査費 768 万 3000 円でございますが、令和６年度

の主な指定統計調査としましては、2025 年農林

業センサス、令和６年全国家計構造調査が実施予

定であり、調査に係る経費、指導員・調査員の報

酬、職員の時間外勤務手当、統計に係る消耗品費

等を計上するものであります。なお財源は全額県

からの委託金となっております。 

次に予算書 75 ページをお開きください。 

2 款総務費、9 項企画費、1 目企画管理費でご

ざいますが、政策推進課の所管は７事業となりま

す。まず、企画管理費庶務事業 196 万 5000 円で

ございますが、当課所管の事務事業を効率的に推
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進するために必要となる旅費や消耗品費ほか負担

金、コピー使用料等の事務経費を計上するもので

ございます。 

続きまして行政改革推進事業 275 万円でござい

ますが、限られた資源を有効に活用し、最小の経

費で最大の効果が得られるよう行政経営システム

を核に行政改革の推進及び総合計画の進行管理等

を進めていくものでございます。予算の内訳とい

たしましては、行政改革に関するマネジメント支

援業務委託料 66 万円、行政経営システム使用料

209 万円となっております。 

続きまして、土地利用規制等対策事業 14 万

6000 円でございますが、国土利用計画法では土

地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼ

す弊害を除去し適正かつ合理的な土地利用の確保

を図るため、一定規模以上の土地取引について、

利用目的を審査し、助言勧告により早期是正を促

す仕組みとなっております。本事業は事務経費を

計上するものでございます。なお、経費財源とし

て、土地利用規制等対策費県補助金を全額充当し

ております。 

続きましておイネ賞事業 216 万 8000 円でござ

いますが、当事業につきましては、日本医師会や

愛媛県医師会、愛媛大学医学部等の御協力をいた

だき、医学研究や医療活動に対する女性医師等を

表彰し、あわせて市民を対象とした講演会等を開

催するものでございます。令和６年度につきまし

ては、愛媛県医師会、西予市２者での主催により

11 月頃に開催予定であります。主な予算の内訳

としましては、表彰関連経費 161 万 8000 円、講

演会関連経費 55 万円となっております。なお、

経費財源といたしまして、全額おイネ賞事業基金

を充当しております。 

続きまして大学連携推進事業 483 万 7000 円で

ございますが、その内訳は、愛媛大学地域協働セ

ンター南予の施設利用料 295 万 2000 円、市内の

宿泊施設を利用した際の宿泊補助金 28 万 5000 円

ほか、大学が行う地域課題や行政課題の解決に資

する調査研究への補助金 150 万円、地域専門人材

の輩出を目的として愛媛大学が実施いたします履

修証明プログラムの開講に係る負担金としまして

10 万円の予算を計上しております。なお経費財

源の一部にデジタル田園都市国家構想交付金

224 万円を充当しております。 

続きましてオフィス改革事業 13 万 3000 円でご

ざいますが、この事業は、新たな課題や市民ニー

ズに対して柔軟に対応するため、オフィス改革を

行うものでございます。令和２年度から新生活様

式対応行政サービス構築事業として、本庁舎のオ

フィス改革を実施しているところでございますが、

ハード面は令和４年度に終了し、現在はソフト面

の強化に取り組んでおります。令和６年度も今年

度に引き続き、職員の意識改革や業務改革等につ

いてアドバイスをいただくため、講師にかかる費

用弁償や、宿泊料を計上するものでございます。 

続きまして、人口減少対策事業 9 万 8000 円で

ございますが、人口減少対策プロジェクトから生

まれた事業の一つで、市内中学生を対象に、ふる

さとへの理解を深め、愛着や誇りを育み、西予市

で働くことや将来西予市を離れてもふるさととつ

ながるイメージが持てるよう市内企業と一緒にせ

いよシビックプライド育成事業に取り組みます。

具体的には、企業を知るための市内合同企業説明

会やお仕事座談会の開催にかかる報償費や消耗品

費を計上しております。 

次に、予算書 197 ページをお開き願います。 

13 款諸支出金、2 項基金費、1 目基金費のうち

政策推進課所管分につきましては、事業概要欄に

記載しております過疎地域自立促進特別基金事業

26 万 4000 円の 4000 円のうちの 2 万 4000 円及び

おイネ賞基金事業 3,000 円の各基金利息として積

み立てるものでございます。 

次に、歳入予算について御説明をさせていただ

きます。予算書 27 ページをお開き願います。 

14 款国庫支出金、2 項国庫支出金、8 目総務費

国庫補助金、1 節総務管理費国庫補助金の番号制

度事業交付金 587 万 9000 円のうち、387 万

6000 円につきましては、地方公共団体情報シス

テム機構において、令和７年度に更新が予定され

ております番号制度推進に関する中間サーバーに

ついて、地方負担となる次期システムの設計、構

築経費の国費措置に係る補助金となっております。 

2 節地域振興費国庫補助金のデジタル田園都市

国家構想交付金（地方創生推進タイプ）3376 万

7000 円につきましては、地方の社会課題解決、

魅力向上の取組を加速化する観点から、当交付金

により地方公共団体の意欲的な取組を支援するも

のでございます。 
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予算書 29 ページをお開き願います。 

15 款県支出金、2 項県補助金、1 目総務費県補

助金、2 節地域振興費県補助金のうち、えひめ人

口減少対策総合交付金 2356 万 5000 円につきまし

ては、結婚、妊娠・出産、子育て支援等に関して、

市町の実情に応じた少子化対策を積極的に展開で

きるメニュー選択型の交付金であり、現在本市で

は 17 メニューのうち９メニューに取り組んでお

ります。 

同節ですが電源立地地域対策交付金事業費県補

助金 440 万円につきましては、電源地域で行われ

る公共施設整備や住民福祉の向上に資する事業に

対して交付され、発電用施設の設置に関わる地元

の理解促進等を図るものでございます。西予市に

おきましては、野村町惣川地区等に設置されてお

ります水力発電施設が交付要件を満たしており、

昭和 56 年度から補助金の交付を受けております。 

同じく 3 節企画費県補助金 14 万 6000 円につき

ましては、土地利用規制等対策事業の事務に関す

る経費に対し、前年度の土地取引に関する届出件

数の実績に基づきまして交付されるものでござい

ます。 

予算書 33 ページをお開き願います。 

15 款県支出金、3 項委託金、1 目総務費委託金、

5 節統計調査費委託金 768 万 3000 円につきまし

ては、先ほど説明させていただきました令和６年

度に実施する指定統計調査に関する委託金でござ

います。 

16 款財産収入、1 項財産運用収入、1 目財産貸

付収入、2 節情報基盤施設貸付料 3119 万 9000 円

につきましては、民間業者に貸出している光ケー

ブルの芯線等の貸付料でございます。 

2 目利子及び配当金、1 節利子のうち政策推進

課所管分の預金利子につきましては、次の 34 ペ

ージになりますが、地域振興基金利子 54 万

9000 円のうち 44 万 5000 円、過疎地域自立促進

特別基金利子 2 万 4000 円、おイネ賞事業基金利

子 3,000 円となっております。 

予算書 36 ページをお開き願います。 

18 款繰入金、2 項基金繰入金でございますが、

政策推進課所管分につきましては 18 目地域振興

基金繰入金 1 億 2000 万円となりますが、これは

西予市地域振興基金の一部を取崩し、西予市民の

連帯強化または地域振興に要する経費の財源に充

当するものでございます。 

22 目過疎地域自立促進特別基金繰入金 5816 万

2000 円につきましては、西予市の重要な課題の

一つである地域医療の確保に要する経費の財源に

充当するものでございます。 

37 ページをお開き願います。 

24 目おイネ賞事業基金繰入金 216 万 8000 円に

つきましては、先ほど説明しました令和６年度に

開催を予定しているおイネ賞事業に要する経費の

財源に充当するものでございます。 

予算書 41 ページをお開き願います。 

20 款諸収入、5 項雑入、4 目雑入、2 節総務費

雑入のうち政策推進課所管分につきましては、印

刷機使用料 100 万 1000 円のうちの 1 万円、道路

拡幅工事などにより光ケーブルを移転する場合に

請求している光ケーブル移転補償費 400 万円を計

上しております。西予市ホームページと広報「せ

いよ」広告掲載料合計 127 万 2000 円、広報「せ

いよ」友の会の年会費 7 万 5000 円を計上してお

ります。 

予算書 44 ページをお開き願います。 

21 款市債、1 項市債、1 目総務債のうちＣＡＴ

Ｖ整備事業 3140 万円は、歳出で説明させていた

だきました事業の市債でありますので説明を省略

させていただきます。 

以上政策推進課所管分の説明とさせていただき

ます。よろしく御審議をいただき、御決定いただ

きますようお願いいたします。 

○宇都宮委員長 

原井川課長の説明は終わりました。 

これより質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

○竹﨑委員 

おイネ賞事業について質問します。この事業そ

のものは、全然反対するんでなくてすばらしいな

と。ただ残念ながら、誰１人受賞者の中で西予市

の勤務医になった人は多分まだいないんじゃない

かなと。ですから、ぜひそこへも関連づけていけ

たらいいなという希望があるのと、そして、調べ

ていただきたいことは、私の調べた範囲では、お

イネさんは宮内庁に入って、実際に産科のお手伝

いは間違いなくされております。ですが、欧米化

を促進する、つまり、医学という世界に入ったと

きに、残念ながら年齢上限が来とって、医師には
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なれてないはずです。ですから、案内のチラシの

中に女医日本人初の女医という言い方をしてるの

は、ちょっと歴史的に見たときに、ちょっとこれ

はいかがかなという心配をしてます。念のために

確かめていただいて、その女医という名前がふさ

わしいかどうか。そこを確かめられとったほうが

いいように思うので、あえて発言させてもらいま

した。趣旨には全く反対しておりません。ですの

で、そこんとこだけ、念のために確かめてくださ

い。 

○宇都宮委員長 

暫時休憩を告げる。（休憩 午後３時 24 分） 

○宇都宮委員長 

再開を告げる。  （再開 午後３時 25 分） 

○原井川政策推進課長 

おイネ賞事業につきまして、過去の受賞者の方

が西予市内に勤務ということにつながっていない

のかなという御質問だったかと思いますが、野村

病院のほうに派遣で来ていただく愛媛大学の医師

の方が過去の受賞者の方ということをお聞きして

おりますので、常勤ではございませんけども、そ

ういった縁もあるのかなということで、そういっ

た方もどんどん増えていったらと思っております。 

またおイネさんの産科につきましては、また勉

強不足のとこもありますが調べさせていただいて、

確認をさせていただいたらと思います。 

○河野委員 

財産収入の中で、情報基盤施設貸付収入として

3100 万円ぐらい光ケーブルの貸し付けという説

明だったんですけれども、ケーブルテレビへの貸

し付けか、あるいはほかの民間というか個人にも

貸し付けているとこがあるのか、お聞きしたらと

思います。 

○原井川政策推進課長 

ＣＡＴＶへの貸付もございますが、携帯電話の

会社についても希望がありまして、そちらの民間

会社のほうにも貸付をしている実績がございます。 

○宇都宮委員長 

そのほか質疑ありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○宇都宮委員長 

それでは以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。議案第 42 号「令和６年度

西予市一般会計予算」のうち政策推進課所管分に

ついて、原案に賛成の委員の挙手を求めます。 

 〔賛成者挙手〕 

○宇都宮委員長 

挙手全員により当委員会としては、原案どおり

可決することに決しました。 

以上をもちまして、政策推進課の審査を終わり

ます。本日の審査は終わりましたので以上で散会

いたします。 

 

散会 午後３時28分 

 

西予市議会委員会条例第30条第１項の規定によ

りここに署名する。 

 

 

西予市議会総務常任委員長 

宇都宮 俊文 


